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2 

はじめに 

 

福島原子力事故および汚染水問題等により、発電所周辺地域のみなさまをはじめ、

広く社会のみなさまに、大変なご迷惑とご心配をおかけしておりますことを、改め

て心より深くお詫び申し上げます。引き続き全社一丸となって、「賠償の円滑かつ早

期の貫徹」、「福島復興の加速」、「着実な廃炉の推進」、「原子力安全の徹底」に取り

組んでまいります。 

 

東京電力では、2013 年 3 月 29 日に「福島原子力事故の総括および原子力安全改革

プラン」を取りまとめ、現在原子力安全改革を進めているところです。その進捗状

況については、四半期ごとに確認し、取りまとめた結果をお知らせすることとして

います。 

 

今回は、2015 年度第 2四半期（2015 年17 月～9月）の進捗状況および 8月 31 日に

公表されたIAEAによる福島原子力事故に関する報告書に対する東京電力の受け止め

について報告します。 

 

                                                  
1 以下、特に年表示がない月日は 2015 年を指す。 



１．各発

 

１．１ 

（１）

1 号機

型瓦礫

 1 号

原子

原子

たっ

年度

料

 

 2 号

燃料

アが

実施

 3 号

3 号

作業

査、

リス

引き

作業

ル内

保管

発電所にお

福島第一

1～3号機使

機において

の撤去が完

号機 

子炉建屋最

子炉建屋カ

っては、飛

度内の燃料

：392 体）。

号機 

料取り出し

が必要とな

施している

号機 

号機使用済

業を 8月 2

、専用の吊

スク対策の

き続き、使用

業を進め、

内に保管さ

管されてい

おける安全

一原子力発

使用済燃料

ては原子炉建

完了するな

最上階に残る

カバー屋根解

散抑制対策

料取り出し作

 

し用架構や燃

なるため、原

る（使用済燃

済燃料プール

日に完了。

り上げ治具

の準備等を計

用済燃料プ

新たな燃料

されている燃

いる燃料：5

対策の進捗

電所 

料プールから

建屋カバー

ど、燃料取

る瓦礫を撤

解体作業を

策を着実に

作業開始を

1号機 建

燃料取扱設

原子炉建屋周

燃料プール

ル内の最大

。作業にあ

具の作成、

計画に反映

プール内の瓦

料交換機を

燃料取り出

566 体）。

3 

捗状況 

らの燃料の

ーの解体を開

取り出しに

撤去し、燃料

を 7 月 28 日

実施すると

を目指す（使

 

建屋カバー屋

設備を設置す

周囲の作業

ルに保管され

大の瓦礫であ

たっては、

モックアッ

映したことに

瓦礫撤去作

を設置した後

出しを開始す

の取り出し

開始、3号機

向けた作業

料取り出し用

日より開始。

とともに安

使用済燃料プ

屋根解体作業

するにあた

業エリア確保

れている燃

ある燃料交

プール内部

ップ試験の

により、安

作業および燃

後、2017 年

する計画で

機において

業を着実に

用カバーを

。建屋カバ

安全第一に作

プールに保

業 

たり、大型重

保に向けた

燃料：615 体

交換機（約

部の状況や

実施、その

安全に終える

燃料取り出

年度内には

である（使用

てはプール

に進めている

を設置する

バー解体工事

作業を進め

保管されて

重機等の作業

た作業を継続

体）。 

20 トン）

や瓦礫の状況

の他のさま

ることがで

出し用カバ

は使用済燃料

用済燃料プ

内の大

る。 

ための

事にあ

め、2020

いる燃

 

業エリ

続して

の撤去

況の調

ざまな

できた。 

ー設置

料プー

ールに



 
（２）

「汚染

う 3 つ

えい問題

汚染水問題

染源を取り

つの基本方針

題等への対

＜汚染源

・ 多

・ 海

＜汚染源

・ 地

・ 建

・ 凍

・ 雨

＜汚染水

・ 水

・ 海

・ タ

題への取り

り除く」、「

針に基づき

対策に継続

源を取り除

多核種除去設

海水配管トレ

源に水を近

地下水バイパ

建屋近傍の井

凍土方式の陸

雨水の土壌浸

水を漏らさ

水ガラスによ

海側遮水壁の

タンクの増設

3号機 燃料

組み 

汚染源に水

き、発電所港

して取り組

く対策＞

設備等による

レンチ内の汚

づけない対

パスによる地

井戸（サブド

陸側遮水壁の

浸透を抑える

ない対策＞

よる地盤改良

の設置（図⑧

設（溶接型へ

汚染水対

4 

 
料交換機の吊

水を近づけ

港湾内への

組んでいる

る汚染水浄化

汚染水除去（

対策＞ 

地下水汲み上

ドレン）での

の設置（図⑤

る敷地舗装（

＞ 

良（2014 年 3

⑧） 

へのリプレー

対策の主な作

吊り上げ作業

けない」、「汚

の汚染水流

。 

化（図①） 

（図②） 

上げ（図③）

の地下水汲み

⑤） 

（図⑥） 

3 月完了）（図

ース等） 

作業項目 

業 

汚染水を漏

出やタンク

上げ（図④）

図⑦） 

 

漏らさない

クからの汚染

） 

 

」とい

染水漏



 海水

2～

水な

201

の閉

坑部

ビン

出す

なお

ン建

 建屋

原子

げる

汲み

減で

能試

きる

いた

の運

の排

目標

け、

れに

 

水配管トレ

～4 号機の海

などの流入

14 年 11 月

閉塞充填が

部の閉塞充

ン建屋内滞

するリスク

お、4号機の

建屋側の立

屋近傍の井

子炉建屋へ

ることによ

み上げた地

できる設備

試験により

ることを確

たことから

運用を開始

排水におい

標を厳守す

、9 本残っ

に伴い、海

レンチ内の汚

海水配管ト

入による再

より実施し

が完了。3 号

充填が 8 月

滞留水の合計

クが大きく低

のトレンチ

立坑の閉塞充

井戸（サブ

へ流入する地

より、汚染水

地下水は、放

備により浄化

、地下水を

確認した。今

ら、9月 3日

始し、9 月

いては、地下

する。また、

ている海側

海側遮水壁手

建屋近傍の

汚染水除去

トレンチ内に

再滞留を防止

している。2

号機につい

27 日に完了

計放射能が

低減した。

チについて

充填が 4月

ドレン）で

地下水を建

水量を大幅

放射性物質濃

化する。20

を安定的に

今般、福島県

日よりサブ

14 日より港

下水バイパス

サブドレン

側遮水壁の

手前の地下

井戸（サブ

5 

去 

に滞留して

止するため

2号機につ

いては、汚染

了。これに

が 10 分の 1

 

は、放水路

月に完了して

での地下水汲

建屋近傍の井

幅に減らすこ

濃度を 1,0

014 年 7 月

浄化できる

県や漁業関

ドレンによ

港湾内への

スで設定し

ンによる地

鋼管矢板の

下水ドレン汲

 

ドレン）に

ている汚染水

め、トレン

ついては、7

染水の移送

により、海水

となり、高

路上部を除い

ている。

汲み上げ

井戸（サブ

ことができ

000 分の 1～

から 4 か月

ること、地下

関係者のみな

よる地下水の

の排水を開始

した水質基準

地下水の汲み

の打設作業

汲み上げを

よる地下水の

水を除去す

ンチ内部を

7月 10 日に

送が 7 月 30

水配管トレ

高濃度の汚

いてトンネ

ブドレン）を

きる。 

～10,000 分

月にわたり

下水を計画

なさま等の

の汲み上げ

始した。汲

準をさらに

み上げを開

業を 9 月 10

を 10 月 5 日

の汲み上げ 

海側

するととも

充填する作

にトレンチ

0 日、トレ

レンチおよ

汚染水が海洋

ネルおよび

を使用して汲

分の 1程度

り実施した浄

画どおりに移

のご理解を

げおよび浄化

汲み上げた地

に厳格化し

開始したこ

0 日より再

日に開始した

側遮水壁 

に地下

作業を

立坑部

ンチ立

びター

洋へ流

タービ

汲み上

まで低

浄化性

移送で

いただ

化設備

地下水

た運用

とを受

開。こ

た。 

 



 

 K 排

雨水

（フ

地舗

建屋

フェ

うに

のた

付け

 
（３）敷

 大型

大型

了し

             
2 アスフ
3 福島第

排水路越流

水の土壌浸

フェーシン

舗装の実施

屋へ流入し

ェーシング

になったこ

ため、K排水

け替え工事

 K 排水

完了

 K 排水

吸着材

敷地内の労

型休憩所お

型休憩所で

したため、

                  
ファルトやコ

第一の敷地面

サ

問題に対す

浸透を抑える

ング2）を進

施により、地

している地下

グが進捗する

ことから、排

水路からの

事を着実に進

水路に流入

している B

水路に接続

材の追加設

労働環境改

おける食堂運

での食事提供

8月 3日か

食堂の運営

                   
コンクリート

面積約 350 万

サブドレン稼

する対応 

るために、

めており3、

地下水が 2

下水が一日

る一方で、雨

排水路への

の雨水流出

進めるとと

入した雨水の

B排水路へ移

続している枝

設置し、放射

善 

運営の再開

供は、6月

から営業を

営再開   

で地面を覆

万㎡の約 40%で

6 

稼働後の地下

発電所敷地

、9 月 28

2～3 年かけ

日当たり16

雨水が地面

雨水流入量

の頻度が高

ともに、以下

の一部を汲

移送し、K

枝排水路の

射能濃度を

開 

9 日以降休

再開した。

 

     

うこと。 

であり、ほぼ

下水流入量の

地内の約 1

日時点での

けて徐々に低

0m3まで低減

面へ浸透せず

量が当初計

高まってい

下の対策を

汲み上げ、港

排水路の流

のサンプリ

を低減する

休止してい

 

 温かい食事

ぼ敷地の南側

の変化 

145 万 m2に

の進捗は約

低下すると

減すること

ず直接排水

計画量より増

るため、引

を講じる。 

港湾内へ排

流量を減少

ングを行い

ことを計画

たが、食堂

事の提供（定

側半分が覆わ

 

に対して敷地

81％であ

と評価して

とを見込ん

水路に流入す

増加してい

引き続き、排

排水口付け替

少させる。 

い、必要に応

画する。 

堂の改修工事

 
定食） 

われる。 

地舗装

る。敷

おり、

でいる。

するよ

いる。こ

排水路

替えが

応じて

など 

事が終



 被ば

構内

ス

また

をと

 労働

労働

てい

りま

 

（４）

本事

のエフ

により

発展す

 事故

7 月

ための

幅約

エフ

より地

また、

圧 4

管にも

 

             
4 雑草が

ばく線量低

内の除染を

トモニタを

た、各作業

とる、遮へ

働環境の改

働環境の改

いるアンケ

まとめ、さ

エフレック

故は、防草

レックス管

地絡が発生

る可能性が

故の概要 

28 日、多核

の防草シー

40mm、直径

レックス管

地絡が発生

、当該箇所

本）が敷設

も地絡・焼

                  
が生い茂って

低減への取り

を進めており

を追設し（合

業においては

へいするとい

改善に向けた

改善に向け、

ケート（第 6

さらなる労働

クス管内電

草シートに

管を貫通し

生、焼損に

があった。 

核種除去設

ート敷設工事

径約 4mm の

管を貫通し

生、焼損・発

所には当該ケ

設されてお

焼損を免れた

                   
ていたことか

り組み 

り、全面マ

合計 10 台）

は線量計画

いう三原則

たアンケー

、福島第一に

6回）を 8

働環境の改

源ケーブル

ピンを打ち

、管内に収

至ったもの

設備建屋西側

事4において

のコの字型）

、収納され

発煙に至っ

ケーブルを

おり、今回焼

た貫通箇所

から、環境改

7 

スク不要エ

）、空気中の

画を立案し、

則にしたがっ

ートの実施

にて働く作

月 27 日よ

改善に取り組

ルの損傷お

ち込んで地

収納されて

のであり、

側のノッチ

て、防草シ

）を打ち込

れていた高

った。 

を含め合計

焼損した高

所が数箇所

発生場所

善の一環と

エリアの拡

の放射性物

作業時間

って、被ば

作業員の方々

より開始。1

組む。 

よび発煙に

地面に固定す

ている電源ケ

感電・火傷

チタンク周辺

シート固定用

込む際に、シ

高圧電源ケー

5 本の電源

高圧電源ケー

あることを

所 

して行ってい

拡大のほか、

物質の濃度

を短くする

ばく線量低減

々を対象と

1月にアン

について 

する際に、

ケーブルを

傷などの重

辺において

用のピン

シート下に

ーブルを損

源ケーブル

ーブル以外

を確認した。

 

いたもの 

敷地内に連

を監視して

る、線源か

減に努めて

として毎年実

ンケート結果

ピンがシー

を損傷させ

重大な人身災

て、チガヤ対

（長さ約 25

に敷設され

損傷させた

ル（高圧 1 本

外のエフレ

。 

連続ダ

ている。

ら距離

ている。 

実施し

果を取

ート下

たこと

災害に

対策の

50mm、

ていた

ことに

本、低

ックス



 

 事実

① 

② 

損傷

実関係と問

作業の計

 当社工

十分に

認でき

員がエ

任技術

ス管の

作業す

 当社管

ている

る等、

 元請企

エフレ

ブルを

を行わ

作業の実

 作業員

た。当

の、作

ックス

とから

た。 

 当該エ

術者は

が必要

かかり

なく

断した

傷したエフレ

問題点 

画段階 

工事監理員

に実施しな

きなかった

エフレック

術者は、エ

の上に被せ

することの

管理職は、

ることを認

、適切な指

企業は、当該

レックス管

を損傷させ

わなかった

施段階 

員は、作業

当該エフレ

作業エリア

ス管に関す

ら、当該ケ

エリアにエ

は、エフレ

要になるこ

り、作業が

（問題 D）、

た。 

レックス管

員および元請

ないまま作業

たエフレック

クス管の重要

エフレックス

せて施工する

のリスクを十

現場のリス

認識しておら

指導・助言が

該作業に従

管内には電源

せると停電、

た（問題 C）

業エリアの草

レックス管に

アから目視で

する知識や経

ケーブルが充

エフレックス

レックス管の

こと、電源停

が予定通り終

エフレック

8 

 
    

請企業の工

業を開始し

クス管が確

要性を十分

ス管の存在

ることを指

十分に伝え

スクが十分

らず（問題

ができなか

従事する作業

源ケーブル

、火災、感

。 

草刈り後、

には、「高圧

できる位置

経験がなく

充電されて

ス管がある

の下に防草

停止操作が

終了しない

クス管の上

太

  防草シー

工事担当者は

した（問題 A

確認されたが

分に認識せず

在を確認し、

指導したが、

えなかった。

分に把握され

題 B）、運転

かった。 

業員の知識

ルが存在し、

感電等の危険

エフレック

圧ケーブル

置ではなかっ

く、また事前

ているかど

る旨の報告を

草シートを敷

が必要にな

いことを懸念

上から防草シ

約

さ：約4㎜

ート固定用ピ

は、作業当

A）。草刈り

が、工事担

ずに作業し

、防草シー

、エフレッ

。 

れないまま

経験（OE）

識や経験を把

、万一充電

険性がある

クス管があ

」の表示は

った。作業

前の注意喚

うかの確認

を受けた元

敷設しよう

ることなど

念し、当社

シートを施

約 250㎜ 

 
ピン 

当日の現場確

り実施後に

担当者および

してしまっ

ートをエフ

ックス管の近

ま作業が計画

情報を活用

把握してお

電されてい

ることの注意

あることを確

はされてい

業員には、エ

喚起もなか

認は行われ

元請企業の

うとすると

ど、作業に手

社に相談す

施工するこ

確認を

当初確

び作業

た。主

レック

近傍で

画され

用させ

おらず、

るケー

意喚起

確認し

たもの

エフレ

ったこ

なかっ

主任技

、重機

手間が

ること

とを判
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 作業員は、エフレックス管を避けてピンを固定するつもりでいたものの、

安全事前評価や TBM-KY において、エフレックス管に関する注意喚起がな

かったこと、作業手順書にもエフレックス管に関する記載がなかったこ

と、当該エフレックス管の表面には擦り傷がついており特に慎重に扱う

必要を感じなかったことから、エフレックス管の上にそのまま防草シー

トを敷設し、固定用ピンを打ち込んでしまった。 

③ 発電所全体のリスク低減 

 福島第一では、応急措置的に敷設した電源ケーブルの一部が、依然とし

て地這いのエフレックス管に収納されたままとなっている。これまでの

ケーブル切断事故等に踏まえると、今後も電源を供給する必要があるケ

ーブルについては、トラフ等に順次敷設し直す必要があった（問題 E）。 

 

 問題点の整理と教訓 

上記問題点について、マネジメント面から安全意識、技術力、対話力の観点から

整理し、教訓・改善点を抽出した。 
 

 問題点の整理 教訓・改善点 

安全意識 

福島第一では、事故直後に応急措置的

に敷設された設備が残っているため、

通常の現場においては簡単な作業のよ

うに見えてもリスクは潜んでいる。こ

のため、入念な現場確認が必要であっ

た。また、この状況に基づいて、安全

事前評価や TBM-KY が実施され、OE 情

報の活用や手順書への反映等リスク低

減対策を行う必要があった（問題A、B）。

 OE 情報を有効に活用するためには、

現場を的確に把握しなければならな

い。現場を的確に把握した上で、リス

ク5に応じた OE 情報を選び出し、留意

すべき点について関係者全員が共有

する。 

 管理職は、マネジメント・オブザベー

ションを通じて、工事監理員が現場を

十分把握しているか、適切な OE 情報

を活用しているか、を確認する。 

技術力 

現場のリスクを十分に把握し、その場

に応じてバランスよくリスクを低減で

きる方法を選択する、または組み合わ

せる必要があった。今後も電源ケーブ

ルを損傷させることはあり得ると想定

し、電源ケーブルの恒久設備化（トラ

フ化等）作業を加速する必要がある（問

題 E）。 

 これまでの再発防止対策の徹底状況

をマネジメント・オブザベーションで

確認し改善する。 

 一方、繰り返し発生している事故に対

しては、いったん定めた再発防止対策

で十分とせず、深層防護の観点から次

の手を検討実施する。 

対話力 

当社工事監理員と元請企業工事担当者

間、元請企業と各作業員間において、

十分なコミュニケーションができてお

らず、特に安全上の確認があいまいに

なっていた（問題 C、D）。 

 安全事前評価や TBM-KY で何が話し合

われているかをマネジメント・オブザ

ベーションで確認し改善する。 

 入所時教育において、福島第一の現況

（他の原子力発電所や一般の工事現

場との違い）を周知する。 

                                                  
5 今回の作業では、挟まれ・躓きというリスクも想定されるが、埋設ケーブル損傷による感電・
火傷のリスクの方を重要視しなければならない。 



 

（５）

8 月

した工事

蓋に上

 

 

災害発

の総点

メッセ

再発

措置等

開始か

れた場合

また

作者間

が発生

該作業

用した

うコミ

しい問題

在化の

なお

企業作業

 

 

 

 

死亡災害の

8 日 6 時 2

事車両の清

半身を挟ま

発生を踏ま

検を実施す

ージを発信

防止対策と

を講ずるこ

ら終了まで

合は操作を

、今回の災

のコミュニ

したエリア

関係者は恒

とのことで

ュニケーシ

題であるが

可能性につ

、福島第一

業員 1,676

の発生につ

5 分頃、発

清掃を行っ

まれ、お亡

同型の工

まえ、作業

するととも

信した（8月

として、重

ことができ

で合図者の

を中止する

災害の背後

ニケーショ

アは、全面

恒常的に全

であった。

ションの取

が、安全事前

ついて、現

一における危

6名に達し

いて 

発電所構内の

ていた協力

くなりにな

工事車両  

業を原則一旦

に、発電所

月 9日、17

重機による挟

ない場合に

指示のもと

こと等をル

要因の一つ

ンの取りづ

面マスク着用

全面マスクを

放射性物質

取りづらさ等

前評価や T

場の実態に

危険体験研

ている。

10 

の土捨場付

力企業作業

なった。 

 

     

旦中止して

所長から全

7日）。 

挟まれ災害

においては

とで重機操

ルール化し

つとして、

づらさがあ

用が義務づ

を着用して

質の内部取

等をどのよ

TBM-KY 等に

に応じて十

研修の受講者

付近において

業員 1 名が、

 タンク蓋操

て類似の重機

全所員・作業

害の可能性が

は、必ず操作

操作を行うこ

た。 

全面マスク

あったことが

づけられたエ

ており、当該

取り込みリス

ようにバラン

において、作

十分吟味して

者は、9月

て、陸側遮

、車両後部

操作時の人員

機災害事例

業員に対し

がある作業

作者と合図

こと、合図

ク着用によ

が推定され

エリアでは

該作業でも

スクと全面

ンスさせる

作業に伴う

ていく必要

末時点で社

遮水壁工事

部にあるタ

員配置状況 

例の検討会や

して、注意

業で、立入

図者を決め

図者が視界

より、合図者

れる。今回

はなかった

も全面マス

面マスク着用

るかについ

うリスクと

要がある。 

社員 309 名

で使用

ンクの

 

や重機

喚起の

り禁止

、操作

から外

者と操

の災害

が、当

クを着

用に伴

ては難

その顕

、協力



（６）海

当社

9月 23

この協

の技術

見を学

えてい

 

 

 

１．２ 

（１）

 3 号

福島

用済

今回

の損

プー

あわ

動（

ウェ

なお

 

海外ベンチ

は、英国セ

日にフラン

定に基づき

開発から現

ぶとともに

る。 

いずれ

左：ク

右：増

福島第二

安全対策の

号機使用済燃

島第二では、

済燃料プール

回、管理対象

損傷や誤操作

ールと原子炉

わせて、仮置

（9 月 17 日

ルの水を抜

お、1，2，4

チマーク 

セラフィール

ンス CEA（原

き、フラン

現場適用に

に、これま

れの写真も 

クリストフ・

増田尚宏 福

二原子力発

の実施状況 

燃料プール

設備の維

ルへ移動し

象を使用済

作等による

炉ウェルの

置きピット

日に完了）。

抜く作業を

4号機につ

ルド社との

原子力・代

ス CEA か

至るまで、

での取り組

情報交

ベアール

福島第一廃炉

電所 

ルゲートの

維持管理の簡

し、一括管理

済燃料プール

る漏水リスク

の間のゲー

トに保管して

今後、これ

を進めていく

いても、順

11 

の情報交換協

代替エネルギ

ら高線量下

協力企業

組みやそこ

 

交換協定 締

フランス CE

炉推進カンパ

閉止作業

簡素化の観

理している

ルに限定し

クを回避す

トを閉止す

ていた蒸気

れらの機器

く。 

順次同様の

協定（2014

ギー庁）と情

下における廃

業と一体とな

こから得られ

締結式 

EA 原子力開発

ニープレジデ

観点から、全

る。 

し、原子炉に

するため、3

する作業を実

気乾燥器と気

器を仮置き

作業を行っ

年 5月 1日

情報交換協

廃止措置や

なった運営

れた教訓を

発局長 

デント 

全号機原子

に接続して

3 号機にお

実施（9 月

気水分離器

していたピ

っていく予

日）に引き続

協定を締結

や廃棄物処理

営管理に関す

を共有した

子炉内の燃料

ている配管や

おいて使用済

14 日）。

器を原子炉

ピットと、原

定。 

続き、

した。

理など

する知

いと考

 

料を使

や機器

済燃料

これに

内に移

原子炉



 

 

（２）福

福島第

でにさ

 溶接

汚染水

が整

の搬入

タンク

有効活

 

福島第一廃

第二では、

まざまな支

接型タンク

水貯留用タ

うまでの期

入、搬出作

クを福島第

活用に資す

3号機使用

廃炉作業の

福島第一

支援を行っ

の一時保管

タンク完成

期間、福島第

作業の工事監

第二の物揚

するとともに

福島第二へ

用済燃料プー

支援 

における安

ている。

管 

型（鋼製円

第二物揚場

監理を支援

場で一時的

に、計画的

へ入港するタ

12 

ールゲート閉

安全かつ着

円形縦型タ

場への仮置

援(2015 年 6

的に保管す

的なタンク増

ンク   

閉止および水

着実な廃炉作

ンク）を福

を実施（全

6月～8月

することで、

増設の一端

 

   物揚場

水抜き作業 

作業の遂行

福島第一側

全 7基）。準

3日)。 

、福島第一

端を担ってい

場へのタンク

行のため、こ

側の受け入れ

準備作業、

一の作業エ

いる。 

 

クの陸揚げ 

 

 

これま

れ条件

タンク

リアの



 福島

被ば

補修材

より、

 

（３）第

 WANO

WANO

施され

福島第

組織、

れて発

今後は

火災防

 

             
6 世界原
7 停止時

島第一南防

く低減、作

材料として

、完成した

第三者レビ

O6による停

による停止

れた。 

第二におけ

、②運転・

発電所員へ

は、長期に

防護等の計

    開

                  
原子力発電事

時安全に係る

波堤基部補

作業効率、

て用いられ

た消波ブロ

福島第

ビュー 

停止時安全

止時安全レ

ける冷温停止

教育・訓練

へのインタ

及んでいる

計画・実施に

開閉所機器の

                   
事業者協会 

るピアレビュ

補修のため

エリアの有

る消波ブロ

ックの福島

第一南防波堤

レビュー

レビュー（S

止維持の状

練、③保全

ビューや現

る冷温停止

に取り組ん

の確認   

ー（Shutdow

13 

の消波ブロ

有効利用の

ロック製造

島第一への輸

堤用消波ブロ

SDR7）が、

状態につい

全、④エンジ

現場確認を行

止状態に応じ

んでいく。

 

    停

wn Safety P

ロックの製

の観点から、

を福島第二

輸送を開始

ロックの製造

8 月 18 日

て、8人のレ

ジニアリン

行った。

じた運転員

停止時安全レ

Peer Review

造・輸送 

、福島第一

二構内にて実

始する予定。

造作業 

から 8 月

レビューア

ング･設計、

員の訓練、設

ビュー（SDR

w） 

一南防波堤基

実施。10 月

。 

 

25 日にか

アが5つの分

⑤防災）

設備機器の保

R）終了会議

基部の

月下旬

けて実

分野（①

に分か

保全、

 

議 



１．３ 

（１）

柏崎刈

いる 6

などを

テロ等

本進捗

 浸水

○ 

建

溢

や

月

 原子

○ 高

既

現

配

柏崎刈羽

安全対策の

刈羽では、

号機および

 津波に

防潮壁

 全電源

蒸気タ

 使用済

所放水

 原子炉

排出用

実施してい

の設計基準

捗報告では

水対策 

内部溢水影

建屋内での

溢水が発生

や床を貫通

月末時点：

を実施中で

 

子炉への注

高圧代替注

既存の高圧

ン駆動の高

さらなる安

現在は、6

配管、ケー

羽原子力発

の実施状況 

福島原子

び 7号機を

による浸水か

壁、水密扉等

源喪失に至っ

タービン駆動

済燃料プール

水車を配備 

炉建屋内に水

用トップベン

いる。また

準を上回る

は、第 2四

影響緩和 

の機器破損

生した場合

通するケー

約 1,230

である。 

鉄板堰囲い

水強化対策

注水系 

圧注水系で

高圧代替注水

安全性・信頼

号機、7 号

ーブル類の付

電所 

子力事故の経

中心に安全

から建屋内

等を設置

っても注水

動ポンプ、

ルの冷却や

水素が蓄積

ント等を追

、地震・津

事故・ハザ

半期におけ

等による水

、安全上重

ブルトレイ

箇所）に対

いによる止水

策 

ある原子炉

水系を追設

頼性向上に

号機の高圧

付帯作業を

14 

経験を教訓

全対策を進

内の重要設備

水手段を確保

消防車・電

や監視を維持

積しないよ

追設 

津波に限ら

ザードに備

ける各工事

水漏れ、火

重要な設備

イや空調ダ

対して、開

 

水対策  配

炉隔離時冷

設し、原子炉

に向けた対

圧代替注水系

を実施中。

訓として、設

進めている。

備を守るた

保するため

電源車、バ

持するため

う、静的触

らず、竜巻、

え、計画的

事の進捗状況

火災時の消火

備への浸水を

クト、配管

開口部養生、

配管類の止水対

冷却系に加え

炉へ注水で

策を進めて

系ポンプ本

設置変更許

安全対策

ために、高さ

めに、ガスタ

バッテリー等

めに、補給ラ

触媒式水素再

、火山、磁

的に対策を

況について

火活動によ

を防止する

管、ケーブル

、鉄板堰囲

対策（フラッ

えて、新た

できる設備の

ている。 

本体の設置は

許可申請を行

策としては、

さ 15m の防

タービン発電

等を追設 

ラインの追

再結合装置

磁気嵐、サイ

を実施してい

て紹介する。

よる散水等

るため、建屋

ル等の開口

囲い等の止水

 

ップゲート）

たに、蒸気

の多重化を

は完了して

行って

 

防潮堤・

電機車、

追設、高

置、水素

イバー

いる。 

 

で内部

屋の壁

口部（9

水処理

 

タービ

を図り、

ており、



 使用

○ 使

全

炉

7

 電源

○ 代

既

6

工

て

 

用済燃料プ

使用済燃料

全交流電源

の注水機能

炉建屋（屋

した使用済

7号機は、

源供給 

代替直流電

既設電源設

6、7 号機で

工事を進め

て、24 時間

原

高

ールの冷却

料プール外

源喪失に伴

能を確保す

屋外）に注

済燃料プール

8月 12 日

電源（バッ

設備の電源

で追設して

めており、

間以上の電

子炉建屋 4階

高圧代替注水

却強化対策

部スプレイ

う注水設備

るため、屋

水口を設置

ル外部スプ

に工事完了

スプレ

テリー等）

喪失に備え

ている。また

既設直流電

電気供給の確

階に直流 12

15 

系ポンプ設置

 

 

イ 

備の機能喪

屋外より消

置するとと

プレイ配管

了。1、5、

レイ配管設置

 

の配備 

えて、代替直

た、既設の

電源の増容

確保が可能

5V蓄電池を

置工事の状況

喪失時におい

消防車を用い

もに、既設

設置工事を

6号機につ

置状況 

直流電源と

の直流電源設

容量と追設す

能となる（従

を追加設置（

外部か
ようにプ

 
況 

いて、使用

いて注水で

設のプール

を進めてい

ついては工事

 

して直流 1

設備につい

する直流電

従前の 3倍

耐震架台付）

からの給水により、
プールに降り注ぐ

用済燃料プー

できるよう

ル冷却系と

る。 

事中。 

125Ｖ蓄電池

いても容量

電源の能力

倍以上）。 

） 

、噴水の
ぐ。 

ールへ

に原子

は独立

池等を

の増強

を併せ



 火災

○ 防

森

進

現

ル

○ 耐

建

止

置

耐火

 

 

災対策 

防火帯の設

森林火災に

ア全体を取

進めており

現在は、防

ルト舗装等

耐火障壁 

建屋内部に

め、内装材

る種類の感

（1プラン

また、火災

止するため

置として、

ピング等に

火壁の設置

設置 

に対して原

取り囲む幅約

り、4月 22

防火帯機能

等による植

発

における火

材やケーブ

感知器の追設

ントあたり約

災による延

め、新規制基

耐火壁新

による火災

（防火塗料の

 

子炉施設へ

約 20m 以上

日に防火帯

を継続的に

生抑制工事

発電所構内に

災で安全上

ル等の難燃

設（6、7号

約 130 箇所

焼によって

基準要求事

設、貫通部

の影響軽減

    

の塗布）  

重要設備が
れているエリ
壁を防火仕
（壁全面に
料を塗布）

16 

への延焼を

上の防火帯

帯としての

に維持する

事を実施し

における防火

 

上重要な設

燃・不燃性

号機計約 74

所）等を行っ

て安全上重

事項に基づ

部耐火措置

減対策を進

   

     

が設置さ
リアを囲む
仕様とした
に防火塗

を防止するた

帯（全長約 4

の機能を確保

るためのモル

ており、1

火帯の設置

設備が使えな

性の確認や、

40 箇所）、

っている。

重要な機能が

く 3 時間以

置、防火ダン

めている。

ケーブル保護

ため、原子

4,000m）を

保。 

ルタル吹き

0月完成予

 

なくなるこ

、既設の感

固定式自動

 

が同時に喪

以上の耐火

ンパの設置

 

護のためのラ

子炉施設設置

を設置する

き付け、ア

予定。 

ことを防止す

感知器に加

動消火設備

喪失するこ

火性能を有す

置、ケーブル

ラッピング 

ケーブル（ケー
を火災から保護

置エリ

工事を

スファ

するた

え異な

の追設

とを防

する措

ルラッ

 

ーブルトレイ）
護 



 敷地

○ 原

原

配

に

こ

1

り

に

 

 緊急

○ 

重

保

去

～

3

地外への放射

原子炉建屋

原子炉建屋

配備してい

によっては

このため、

00m）大容

り、8 月 31

における被

急時対応力

アクセス道

重大事故発

保および多

アクセスル

去」、「道路

また、アク

～7 号機側

3ルート化

に完了、5

射性物質の

屋外部から

屋外部からの

いるが、重大

は、これらを

放水量が多

容量放水設備

1 日に 5 セ

被ばく低減と

送水車 

泡原液搬

の強化対策

道路の多重化

発生時にお

多重化に向

ルートの確保

路の不等沈

クセスルー

側をつなぐル

化する予定。

～7号機山

の拡散抑制

の注水設備

の注水設備

大事故発生時

を建屋近傍に

多く（約毎

備（送水車

セットの配備

と放射性物

     

搬送車   

策 

化・道路の

ける電源車

けた取り組

保について

下対策」等

トの多重化

ルートを既

5～7号機

山側からのア

17 

 

備（大容量

備として、高

時における

に配置する

毎分 7.5～2

車、放水砲、

備が完了。

物質の湿性沈

 

    

 
     

の補強 

車や消防車

組みを実施

ては、「重機

等の対策を

化について

既存の 1 ルー

機海側からの

アクセスル

放水設備等

高所放水車や

る過酷な放射

ることが困難

20m3）、かつ

泡原液搬送

これらの配

沈着効果向

    放水

 ホース展

車等の緊急車

中。 

機による道路

進めている

は、1～4

ートに加え

のアクセス

ルートについ

等）の配備 

やコンクリ

射線環境や

難になるこ

つ放水飛距

送車等）の

配備より、

向上等が期待

水砲 

張・回収車 

車両のアク

路段差の補

る。 

号機側緊急

え、新たに

スルートの増

いては工事

備 

リートポン

やガレキ散乱

ことが予想

距離に優れ

の配備を進

重大事故発

待できる。

 

 

クセスルー

補修や障害物

急車両置場

2 ルート増

増設は 4月

事中。 

プ車を

乱状況

される。

る（約

めてお

発生時

 

トの確

物の撤

から 5

増設し、

月 28 日



 

（２）新

柏崎刈

請を行

8月 6

ては、

22 回（

は 3回）

 

（３）事

柏崎刈

性確認

散影響評

放射性

であり

間、②

ントを通

当社

ある 38

拡散影

有のシ

味した実

引き続

ていた

進めて

 

             
8 DIANA

ステム

1～4号

新規制基準

刈羽 6、7号

い、原子力

6日の審査

柏崎刈羽 6

（柏崎刈羽

）の審査が

事故時にお

刈羽におい

」、「当社に

評価を実施

性物質の拡

、事故想定

18 時間、③

通さずに放

の評価は、

8時間後に

影響評価は

ステム「D

実効的な評

続き、地元

だくととも

いく。 

                  
(Dose Infor

ム。 

号機側から 5

準適合性審

号機につい

力規制委員

査会合におい

6、7 号機を

1、6、7 号

が実施され

おける放射

いて万一事

による住民

施している

拡散影響評

定として、①

③6 時間の

放出される

新潟県が

ベントを実

は、与えら

IANA8（ダイ

評価を行う

元自治体の

もに、さら

                   
rmation Ana

5～7 号機側

査の対応状

いては、201

会による審

いて、原子

を集中的に

号機に係る特

た（累計 7

性物質の拡

事故が発生し

民避難の支援

。 

価は、新潟

①事故発生

の 3 ケース

参考ケース

実施する 4

実施するケ

れた入力情

イアナ）」を

。 

避難計画の

なる支援方

lysis at Nu

18 

側へ向かうた

状況 

3 年 9 月に

審査会合が

子力規制委員

に審査してい

特定重大事

79 回（特定

拡散影響評

した場合の

援方策の検

潟県において

生からフィル

と、④注水

スの全 4ケ

4 つのケー

ースを含め

情報を基に

を使用し、

の策定にあ

方策（避難

uclear Acci

めに追設した

に新規制基準

継続的に実

員会より、プ

いく方針が

事故等対処施

定重大事故

価の実施

の「柏崎刈羽

検討」を目的

ても SPEED

ルタベント

水できず格納

ースである

ースに加え、

めた 5つの

に放射性物質

住民避難や

あたっては、

難訓練等）に

ident)：原子

 

たアクセスル

準に基づく

実施されて

プラント関

が示された。

施設に関す

故等対処施設

羽における

的として、

DI を用いて

トによる放出

納容器が破

る。 

、⑤適合性

ケースを対

質の拡散計

や屋内退避

、当社は積

について、

子力発電所周

ルートの外観

く適合性審査

ている。 

関係の審査

。第 2 四半

する審査に

設は 8回））

る安全対策

放射性物質

て実施され

出開始まで

破損しフィル

性審査シナ

対象とする

計算を行う

避などの効果

積極的に支援

具体的な検

周辺線量予測

観 

査の申

につい

半期は、

ついて

。 

の有効

質の拡

る予定

で 25 時

ルタベ

リオで

。 

当社所

果を加

援させ

検討を

測評価シ



19 

当社による拡散影響評価（5ケース） 

ケース 

安全機能 
圧力

容器

破損

格納

容器

破損

放出

開始

時間

適合性

審査 

新潟県

評価 

当社

評価
注水 

FV 設計基準

対応設備 

過酷事故

対応設備

①25 時間後ベントシナリオ 
（大 LOCA※1＋全非常用冷却系機

能喪失＋全交流電源喪失） 
× 

○ 

恒設
○ 無 無 25h 

－ 

※2 
○ ○ 

②18 時間後ベントシナリオ 
（高圧・低圧機能喪失＋全交流電

源喪失＋消防車による原子炉注

水不能） 

× 
○ 

消防車
○ 有 無 18h － ○ ○ 

③6時間後ベントシナリオ 
（シナリオ無し） 

× × ○ 有 無 6h － ○ ○ 

④参考ケース 
（注水機能等を考慮しない状態

で格納容器が破損し、フィルタベ

ントを通さずに放射性物質が放

出するとしたケース） 

× × × 有 有 8h － ○ ○ 

⑤38 時間後ベントシナリオ 
（適合性審査シナリオ：①評価条

件見直し） 
× 

○ 

恒設
○ 無 無 38h ○ － ○ 

※1 LOCA：冷却材喪失事故 ※2 設置許可申請時の旧シナリオ 

 

（４）地元自治体・地域のみなさまへのご説明状況 

新潟県内の各自治体や各種団体等を適宜訪問し、発電所の状況について、ご説明

させていただいている。特に柏崎・刈羽地域では、柏崎市内の町内会長、刈羽村内

の区長等を訪問し、ご意見やご質問を広く拝聴している。 

また、これらの対話活動のなかで、発電所視察会の勧奨を行っている。発電所視

察会については、柏崎刈羽地域では 11,640 名、新潟県内では 28,620 名のみなさま

にご覧いただいた（いずれも福島原子力事故以降～2015 年 9 月末までの累計）。 

なお、7 月 12 日には、発電所の安全性・透明性確保に関する当社の取り組みにつ

いて確認、監視、提言等をくださっている「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保

する地域の会」（7 名）が、6 号機や福島原子力事故以降に配備した安全対策設備な

どをご視察された。 

 

（５）1号機 高経年化技術評価（PLM）9の実施 

1 号機は、1985 年 9月 18日に営業運転を開始してから 30年が経過することから、

長期の冷温停止を前提とした高経年化技術評価を実施した。評価結果に基づいて長

期保守管理方針10を策定し、2014 年 9 月 16 日に原子炉施設保安規定の変更認可を申

請、本年 9月 14 日認可された。 

 

（６）危険体験研修の実施状況 

                                                  
9  実用炉規則第 82 条に基づき、原子力発電所の安全上重要な機器・構造物に発生する可能性が

ある全ての経年劣化事象の中から、注目すべきものを抽出し、これに対する健全性評価を行う

とともに、現状の保守管理の有効性を確認、必要に応じて追加すべき保全策を抽出すること。 
10  今後 10 年間に行う保守管理項目および実施時期をとりまとめたもの。 



2014

では、第

半期に

に計 61

の危険体

参加し

 

脚立

フル

下が

低圧

感電

転倒

危険

年度第 4 四

第 1 四半期

開催された

15 名（協力

体験研修に

ている。今

項目

立作業の不安

ルハーネス型

がり体験 

圧電気短絡体

電体験 

倒危険性体験

険予知（KY）

     

四半期に重

期より危険

た協力企業

力企業 440 名

には、9月末

今後、発電

＜当社

目 

安定さ体験 

型安全帯ぶら

体験 

験 

訓練 

 危険予知

作業中の

重大な人身災

険体験研修を

（4回）お

名、当社所

末までに計

所で働く全

社主催の危険

 正し

 脚立

ら  フル

 一本

 短絡

 災害

 発汗

 災害

 滑り

体験

 マネ

際に

知訓練  

短絡により発

（低圧電気短

20 

災害が相次

を開始して

および当社

所員 175 名）

計 329 名（協

全員が受講

険体験研修に

しい脚立の使

立の向きによ

ルハーネス型

本吊り安全帯

絡体験装置を

害事例紹介

汗状態・通常

害事例紹介

り通路を歩き

験 

ネキン等を使

に危険箇所を

  

   フル

発火・延焼

短絡体験の災

次いで発生

ている。柏崎

（2回）に

）が参加、

協力企業 15

講するように

における実施

内容

使用方法 

よる安定性の

型安全帯の装

帯との違い

を使用して、

常状態での感

き、歩行時の

使用して足場

を抽出 

ルハーネス型

した分電盤の

災害事例紹介

したことを

崎刈羽にお

よる臨時の

9月から開

52 名、当社

に取り組む

施項目＞ 

の違い 

装着方法 

火花の発生

感電度合いの

の危険や安全

場組立作業現

型安全帯ぶら

 

の実物展示 

介）

を受け、各発

おいては、第

の危険体験講

開始した当社

社所員 177

む。 

生等を体感 

の体感 

全帯の重要性

現場を模擬、

 

下がり体験

発電所

第 1 四

講習会

社主催

名）が

性の

実

 



２．原

 

原子力

持つ構造

ごとに

また

評価を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１ 

（１）第

【マネ

 原子

に活

力事

てい

 原子

各要

 G

子力安全改

力安全改革

造的な問題

、それぞれ

、2014 年度

、「２．７ 

対策１ 

第 2四半期

ジメント力

子力安全改

活動する必

事業者が標

いる。 

子力リーダ

要素にした

：Governa

 原子力

姿、レ

「原子

改革プラン

革プラン（

題を助長す

れ「第 2四半

度第 3四半

原子力安

経営層か

期の実施事

力の強化】 

革を推進し

要がある。

準的に採用

ーは、GOS

がって、現

nce（統制

力リーダー

レビューお

子力部門マ

（マネジメ

（マネジメン

る、いわゆ

半期の実施

半期に設定

安全改革の

らの改革

項 

していくた

このため、

用している

P モデルに

現在の取り

） 

ーの期待事項

およびモニタ

マネジメン

21 

メント面）

ント面）の

ゆる「負の

施事項」およ

した原子力

進捗度合い

めには、確

、優れたパ

マネジメン

にしたがっ

組みを整理

項を出発点

タリングの

ト指針」と

の進捗状況

の進捗状況に

連鎖」を断

よび「今後

力安全改革

いの評価」

確固たるマネ

パフォーマ

ントモデル

て、原子力

理すると、

点として、各

の仕組みな

として明文化

況 

については

断ち切るた

の予定」と

KPI の測定

として記載

ネジメント

ンスを上げ

（GOSP モデ

力安全改革

以下のとお

各業務プロ

ど、統制の

化（2014 年

は、原子力部

ための 6 つ

としてまと

定結果およ

載した。 

トのもとで体

げている米

デル）を取

を推進。G

おり。 

ロセスのあ

の全体スキ

年 10 月 16

部門が

の対策

めた。 

びその

体系的

国原子

り入れ

OSP の

るべき

ームを

日）。 



 O

 S

             
11 通称、
12 Corpo
13 Site 

 世界最

子力安

ンス目

：Oversig

 原子力

結果レ

を設定

 現場の

ト・オ

 原子力
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向上に最優先で取り組む。 

 世界最高水準を知るために文献調査に加えて、国内外の原子力事業者や

他産業の生きた活動状況をベンチマーク。また、IAEA-OSART、WANO/JANSI

ピアレビューなど第三者レビューを積極的に活用し、原子力安全文化の

定着度合いや世界最高水準を目指す組織運営・マネジメントについて評

価。ベンチマーク結果や第三者レビュー結果をもとに改善。 

 P：Performance(業務遂行) 

 「健全な原子力安全文化の特性（INPO 12-012, April 2013）」を参考に、

「健全な原子力安全文化を体現する各人・リーダー・組織の 10 の特性」

を制定し（2014 年 11 月 17 日）、日々自分自身のふるまいと照らし合わ

せてあるべき姿とのギャップを改善。 

 業務遂行のベースとなっている業務計画については、PO&C への結び付

けを意識し、世界最高水準とのギャップを埋めるように改善。 

 

【原子力リーダーからの期待事項の発信】 

 原子力安全改革を推進するためには、原子力リーダーの期待事項の目的、企画、

意図等を的確に伝え、これを徹底する必要がある。このため、原子力リーダーは、

マネジメント指針に加えて、ビデオメッセージ、イントラネットメッセージ、メ

ール、会議の場、朝礼時の講話などの手段によって、期待事項を伝達するための

メッセージを発信している。 

 イントラネットを通じた原子力リーダーのメッセージの発信および社員の閲覧

の状況は、以下のとおり。社員の閲覧数、「参考になった」と評価している人の

数とも、増加傾向を示している。メッセージ 1件あたりでは、閲覧数は 950 人程

度でほぼ横ばいとなっているが、「参考となった」と評価している人は 170 人程

度、参考になった割合も 18%程度と緩やかに上昇している。引き続き、メッセー

ジの訴求力向上に取り組む。 

 

イントラネットを通じた原子力リーダーのメッセージ発信数と 

閲覧数／参考になった評価数（月平均） 
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 イントラネットのメッセージを補完し、メッセージに書ききれなかった「想い」

を伝えるために、原子力・立地本部長は 2014 年 2 月から管理職、一般職等と直

接対話を継続して実施。また、原子力改革特別タスクフォース事務局（以下、TF

事務局という）も、現場第一線との直接対話活動を継続し、原子力安全改革プラ

ンのねらいや日常業務との関連性等について繰り返し説明。 

 

原子力・立地本部長と各職場との直接対話回数 

 

 

TF 事務局による現場第一線との直接対話人数 

 

 2015 年度より、原子力安全改革プランの実現をはじめ、各々のミッション達成等

について「率先して大きなチャレンジを行った人」、「高い目標を達成するために

頑張った人」を対象とした、原子力・立地本部長および福島第一廃炉推進カンパ

ニープレジデントによる表彰を実施。第2四半期の表彰実績件数は以下のとおり。 
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原子力・立地本部長表彰実績件数 

時期 本社 福島第一14 福島第二 柏崎刈羽 

第 1四半期 3 11 6 8 

第 2 四半期 8 13 4 4 

 

【原子力安全文化の組織への浸透】 

 原子力安全文化を組織に浸透させ、定着させていくためには、原子力安全文化と

いう抽象的な概念を具体的な行動・ふるまいとして示す必要がある。 

 原子力部門では、「健全な原子力安全文化を体現する各人・リーダー・組織の特

性（健全な原子力安全文化の 10 の特性と 40 のふるまい）」を定め、これと自ら

の行動を日々比較するという振り返りを通じて気づきを促し、常に安全意識の向

上に努める取り組みを開始。取り組み開始当時 70%程度だった実施率は、現在 90%

以上を保っており、活動が定着してきたと判断。しかしながら、各自の振り返り

結果を共有し、相互の学び合いによって振り返りの効果を高めるためのグループ

討議については、実施率が 16%と低調だった（第 1 四半期）。そのため、「健全な

原子力安全文化の 10 の特性と 40 のふるまい」の解説書の発行、グループマネー

ジャー向けの説明会の開催、推進事務局のグループ討議への参加等に取り組んだ

結果、実施率は、26%程度まで上昇している。今後も、グループ討議の活性化に

継続して取り組む。 

 

 

日々の振り返りの実施率 
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（2）福島第二 

作業監理について評価を行った。結果は福島第一と同様であり、リーダーによ

る良好な取り組みにもかかわらず、協力企業作業員の安全意識が十分ではない事

例が見受けられた。 

 

（3）柏崎刈羽 

以前に観察された当直の良好ではないパフォーマンス（コミュニケーション、

訓練、訓練時の振り返り 等）は、確固たる努力で改善されている。にもかかわ

らず、依然として当直班の間にバラツキがあることから、監視室からは当直長へ

のコーチングをさらに強化すべきであると助言した。 

現場作業の観察では、上述の福島第一や福島第二と同様に、依然として良好で

はない作業慣行が見受けられた。 

緊急時対応準備のための当社のトレーニングは良好に継続している。柏崎刈羽

は、複数プラント被災を含む予見できず、予行演習のできない事象に対してより

確実に対応するため、TSC（緊急対策室 Technical Support Center）の運用を

再構築している。この新しい構成で数回の訓練を実施している。新しい構成はよ

り大きな可能性を秘めているが、この新たな構成にて、コミュニケーションと戦

略的な議論を実施してみることが必要である。柏崎刈羽の経営層は熱心にこれを

継続している。 

 

（4）本社 

原子力安全監視室の本社評価チームは、10 月に行われる WANO-CPR（Corporate 

Peer Review）のフォローアップの準備を助けるため、2013年に行われたWANO-CPR

からの指摘への対応に焦点を当てた。開始は遅かったものの、2013 年のレビュ

ーで発出された AFI（要改善事項 Area For Improvement）に対応するための様々

なアクションが行われている。しかしながら、完了及び東京電力全体への浸透が

未だ必要である。 

 

（5）原子力安全監視室のチーム報告書に関する原子力安全監視室長の見解 

前回のレポートで提供した見解に加え今四半期の評価では、リーダー達が多く

の改善を推進しているにもかかわらず、依然として全サイトにおいて程度の差は

あるが、現場作業員又は作業班がルールに従わず、十分にリスクを意識していな

いという問題があるという認識が増した。さらにいくつかのケースでは、リスク

評価やハザード同定が不十分である。 

原子力安全監視室長は以下を提案する。 

 作業班長と東京電力の監理員の訓練及び東京電力の監理員－元請の監理

員－作業班のかかわりを強化する必要がある。後者は、東京電力の中間

管理職の安全リーダーシップによる明らかなサポート及び強化を含む。 
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 問題を発見した時、現場において作業員や作業班長に話しかけ、コーチ

ングする必要がある。 

 既存や新設の設備及び計画中の作業のハザードの評価に、継続的に注意

する必要がある。 

 しばしば作業上のリスクが十分に評価できない理由について、更に分析

の必要がある。 

 

（6）第一四半期報告で原子力安全監視室長が求めたアクションへの対応状況 

特に重要な 3つのアクションの現状は以下のとおりである。 

 柏崎刈羽 6／7号の再稼働： 

再稼働の準備状況を確認するための作業が現在進行中である。 

 福島第一の線量低減目標の設定： 

原子力安全監視室長が求めたすべての要求事項は現在実施されている。 

 福島第一のリスク管理に向けた戦略： 

様々な選択肢を検討する作業が開始された。 

 

（7）取締役会からの 10 項目の指示に対するアクションの状況 

2014 年 3 月の原子力安全監視室の報告書に沿って、取締役会は執行に求める

10 の安全に関する改善項目を提示した。ほとんどの分野において良好な進捗が

継続している。 

 6 項目は完了したか、通常の業務管理に移行している。 

 4 項目は完了のために必要な事項について合意しており、通常の業務管

理への移行に近づいている。 

 

2．原子力安全監視室のパフォーマンス（KPI（Key Performance Indicator）） 

（1）原子力安全監視室によるアクションと推奨事項の完了状況 

 

2015 年度 
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第 1四半期

新規 

2014 年度

第 4四半

期以前分

2015 年度 

第 1四半

期分 

2015 年度

第 2四半

期新規 
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れ、対応が完了した 
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42 

12 
29 11 

6 

対応が進んでいない 2 2 1 

総数 90 96 
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原子力安全監視室は 2014 年初頭から本格的な監視活動を開始した。今まで原

子力安全監視室は、96 のアクションを提示した。今四半期は完了状況が改善し

ている。 

 完了したもの  47 

 進行中のもの  40 

 合意が必要なもの   3 

 前期（第 1四半期）で未完了だった項目の 20％以上が今期（第 2四半期）

で完了した。 

 

 

 

【安全ステアリング会議の開催】 

 2014 年 6 月に安全ステアリング会議を設置。少人数の経営層15により 1ないし 2

つのテーマについて集中的に議論するというメリットがあり、四半期ごとに開催。 

 今期の安全ステアリング会議は 7月 21 日、9月 24 日に開催。マネジメント・オ

ブザベーション（MO）の進め方やヒヤリハットの収集・分析について議論し、「MO

の目的や期待事項を最重点事項に絞り、よりシンプルなものにすること」等を決

定。これらを MO ガイド16に反映していく。 

 

【マネジメント・オブザベーションの強化】 

 原子力安全改革を推進し原子力安全を向上させるためには、PDCA を的確に回し

ていく必要がある。このため、現場の実態を観察し、課題を正確に把握する活動

として、海外の優良な原子力事業者で取り入れられているマネジメント・オブザ

ベーション（MO）を活用する。 

 以下のとおり、MO に取り組む。 

○ MO については、安全パトロール等と異なり「管理職が、具体的な期待事項を

設定する等、要件を定め、一定時間同一エリアにとどまり集中して観察し、

得られた良好事例や改善箇所を、組織全体へ速やかにフィードバックし、発

電所のパフォーマンスを向上させるもの」として管理する。 

○ MO は、原子力安全を向上させることにフォーカスし、PO&C を参照しながら、

世界最高水準とのギャップを認識し、改善を進める。MO が組織的、体系的に

実施され、定着することで、IAEA-OSART や WANO/JANSI のピアレビューを日

常的に自ら実施している状態を目指す。 

○ MO の強化にあたっては、まず管理職の MO 力量の向上が必要であることから、

WANO の支援をいただきながら研修を実施中。第 2 四半期は、本社管理職 88

名が受講（9 月 24、25 日）。発電所管理職に対しては、10 月 1 日より開始。

                                                  
15  会議メンバーは、社長（議長）、原子力・立地本部長、福島第一廃炉推進カンパニープレジデ

ント、原子力安全監視室長の 4名（原子力安全・統括部長が事務局）。 
16  MO の目的や期待事項、全体の進め方、観察の方法、実施時の留意点などを記載した文書。 
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（２）今後の予定 

 原子力安全監視室は、原子力安全上の重要な活動について、監視と指摘・提言を

継続的し、原子力安全の改善を進めていく。 

取締役会は、引き続き原子力安全監視室による監視活動および指摘・提言等や、

執行側の取り組み状況等について、それぞれ定期的に報告を受け、原子力安全の

状態を確認する。 

 マネジメント・オブザベーションの強化は重点課題であり、力量の向上と実績の

積み上げを並行して取り組む。特に、力量の向上に対しては、MO ガイドの充実

や WANO からの支援に加えて、CFAM/SFAM 支援として招へいした海外エキスパー

トチームによるコーチングも受ける。 

 

 

２．３ 対策３ 深層防護提案力の強化 

（１）第 2四半期の実施事項 

【安全向上提案力強化コンペによる技術力向上】 

 深層防護の観点から多角的に検討したうえで、費用対効果の大きい安全対策を提

案し、迅速に実現する技術力を習得することを目的として「安全向上提案力強化

コンペ」を実施している。 

 安全向上提案力強化コンペは、既に4回開催され、活動として定着してきている。

現在の状況は、以下のとおり。 

○ 2015 年度第 1回コンペの応募総数は 121 件であり、原子力部門所属社員による

投票の結果、15 件を優良提案の候補として選出した。第 3四半期には審査委員

会を開催し、優良提案を決定する。 

○ 2014 年度第 1回コンペ優良提案（30 件）のうち、前回報告以降新たに実現した

優良提案は 3件（累計 20 件、9月末現在）。また、2014 年度第 2回コンペ優良

提案（15 件）のうち、前回報告以降新たに実現した優良提案は 3件（累計 5件、

9月末現在）。 

【2014 年度第 1回コンペ】 

・ シビアアクシデント時に用いる運転操作手順書の見やすさを改善するため、様式の

改良やチャート化の対象を拡張した。（柏崎刈羽） 

・ 代替品の手配を迅速に行うため、事故後に復旧のために使用する電動機やポンプの

仕様をリスト化した。（柏崎刈羽） 

・ 緊急時に使用する機器が使用不可となった場合に備え、当該機器と互換性のある機

器のリストを整備した。（柏崎刈羽） 

 

緊急時に使用する機器の仕様リストの整備（柏崎刈羽） 

式
出力
(KW)

回転速
度
(rpm)

電圧(v)
周波数
(Hz)

極数
重さ
（ｋｇ）

備考
号機

名称など 仕　　様

メーカー 形
重要主要機器
（電動機）

防災
資機
材リス
ト

目的 供給電源 絶縁種別

対象機器について、リスト化が完了
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○ 安全向上提案力強化コンペのパフォーマンス指標は、「提案件数×平均評価点

×優良提案の半年以内の運用開始率」であり、2014 年度第 2回は 1,143 点（目

標値 1,500 点）であった。本指標は、提案件数、提案の質の高さ（評価点数）､

迅速に（計画どおりに）実現しているかどうかという 3 要素を評価するもので

あり、これまでの実績を踏まえ「迅速さ（＝優良提案の半年以内の運用開始率）」

の向上について、特に重点的に取り組んでいく必要がある。 

 

安全向上提案力強化コンペのパフォーマンス指標（PI）推移 

 

【運転経験（OE）情報の活用】 

 福島原子力事故の教訓の一つとして、「他社の失敗に学ぶ」ということがある。

世界中のどこかで起こったことは当社の発電所でも起こり得ると考え、対策を検

討実施する。 

 事故以前の業務プロセスを改善し、国内外の運転経験（OE：Operating Experience）

情報の収集および対策検討の迅速化を図り、原子力部門全員がこれを活用するよ

うに取り組んでいる。 

○ 第 2四半期は、29 件の OE 情報を新たに収集し、過去に収集した OE 情報を含む

45 件について分析を完了した。引き続き、計画的に処理されており、3 か月を

超えて分析待ちとなっている OE 情報はない。 

○ 第 2 四半期より OE 情報分析待ち件数に替えて PI として設定した「毎日の定例

ミーティング等において OE 情報を共有する取り組み（毎日 OE）の実施状況」

は良好であり、活動が定着してきている。 

 
毎日 OE の実施状況 
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○ これまで、多くの OE 情報の中から、とりわけ重要な OE 情報をまとめて確認で

きるツールがなかったことから、INPO-must know18、WANO-SOER19、SER20等をイ

ントラネットに掲示。原子力部門全員が情報を入手しやすい環境を提供開始す

るとともに、理解を深められるよう効果的な方策を検討する。 

○ 7 月より、当社と協力企業が一体となって、ヒヤリハット事例の収集を開始。

今後分析および対策の立案等に活用していく。また、ヒヤリハット事例の収集

が先行している福島第一では、これまでに収集した約 3,500 件の分析を開始し、

元請企業別・作業種類別に重大災害に至る可能性を評価。なお、福島第二およ

び柏崎刈羽において、ヒヤリハット事例の収集が滞っているため、今後効率的

に収集できるように改善を図る。 

 

【ハザード分析の実施】 

 発生頻度の不確かさが大きく、クリフエッジ性が高い事故・ハザードに備える考

え方、仕組みを整備し、事故の発生を前提とした対策の立案、実施を行う。 

 柏崎刈羽では、約 30 件のハザード分析を 2014 年度に終えており、現在計画にし

たがって、対策の検討実施を行っている。今期は、特にさらなる知見の拡充、深

掘りを行うため、太陽フレア等による電磁波の影響については、社外専門家と意

見交換を行った。今後は、意見交換の結果を踏まえ、分析の見直しや新たな対応

の検討を行う予定。 

 

【セーフティレビュー】 

 当社の不適合、保安検査の指摘、第三者レビューの指摘等に対する改善活動にと

どまらず、その背後要因まで踏み込み原子力安全を自ら積極的かつ継続的に向上

するためにセーフティレビューを実施している。 

 各発電所におけるセーフティレビューの状況は、以下のとおり。 

○ 福島第一 

昨年度に引き続き、毎月の PRM（パフォーマンス・レビュー会議）において、

組織ごとのヒューマンエラーの発生件数と業務改善提案数を指標に据えて所

員の原子力安全に対する意識という観点でレビューを実施。 

○ 福島第二 

「機器の性能保証」をテーマとしてレビュー計画および要領を準備中。 

○ 柏崎刈羽 

「頻度が不明確で、影響が非常に大きい外部事象に対する備え」として、使用

済燃料プールから冷却材が流出するシナリオを検討し、その結果を参考に緊急

                                                  
18 知っておくべき運転経験 
19 SOER（Significant Operating Experience Report）：重要運転経験報告書 
20 SER（Significant Event Report）：重要事象報告書 



時

搬

時

 

【組織横

 原子

ント

務プ

する

 保全

要な

審議

を行

（２）今

深層

上げつ

それぞれ

 安全

第 3

             
21 戦略的
22 Strea

つで
23 Condi

を計

時訓練（図上

搬式設備につ

時に動線や操

横断的な課

子力部門に

トの弱さが

プロセスの

ることで、

全業務プロ

な仕様の決

議し、決定

行い、プロ

 Maxim

テム）

 新業務

Maxim

今後の予定

防護提案力

つある。ま

れ改善策を

全向上提案

四半期では

                  
的なアセット

amlined Reli

あり、米国E

ition Based 

画して実施す

上、実動）

ついては、

操作の一つ

課題解決力

おいては、

あると認識

改善（Max

プロジェク

セスの改善

定等におい

（今期の主

ジェクトを

mo と既存シ

）の連係の

務プロセス

mo 改良 

 保

定 

力の強化に

また、対策

を講じてい

力強化コン

は、15 件の

                   
トマネジメン

iability Ce

EPRIによって

Maintenance

するもの） 

を実施。ま

実際に運用

つ一つを、

の向上】

組織横断的

識。これを

imo21の導入

クトマネジ

善（Maximo

いては、必要

主な決定事

を着実に前

システム（保

の方法 

ス（ワーク

保全統合 IT 化

ついては、

策の進捗に応

く。主な強

ンペ 

の優良提案候

ントを実現す

entered Main

て考案された

e:状態基準保

36 

また、緊急

用する際に

レビューア

的課題解決

改善するた

入）」を取り

メントの改

の導入）は

要な判断材

事項は以下の

前進させてい

保守・予算

マネジメン

化プロジェク

各対策と

応じて判明

強化ポイン

候補につい

するための IT

ntenance：簡

たもの） 

保全（設備機

急時に確実な

に失敗する

アが第三者

決にあたっ

ために、原子

り上げ、その

改善度合い

は、開発計

材料を準備

の 2 点）。節

いる。 

算管理システ

ントプロセ

クト ステアリ

もほぼ順調

明あるいは発

トは、以下

いて、各発電

Tソリューシ

簡略的信頼性

機器の状態に

な作動が期

ことがない

的に確認。

て、プロジ

子力安全改

の実施状況

を確認して

画にしたが

し、ステア

節目節目で

テム、SRCM

セス等）を

リング委員会

調に進捗し

発生した課

下のとおり

電所で開催

ション。 

性重視保全

に基づいて、

期待されて

いよう、現場

 

ジェクトマネ

改革では「保

況をモニタ

ている。 

がって進捗

アリング委員

で確実に意

M22/CBM23支援

を適用するた

 

会 

しており、成

課題に対し

。 

催される審査

（保全決定手

保全の時期

いる可

場訓練

ネジメ

保全業

リング

捗中。重

員会で

思決定

援シス

ための

成果も

ては、

査委員

手法の一

期や内容



37 

会にて、深層防護を積み重ねる費用対効果の大きさ等の観点から審査を実施し、

優良提案を決定する。なお、本コンペに関する PI が伸び悩んでいる要素である「優

良提案の半年以内の運用開始率」については、原因が絞られつつあるが、その背

後要因を探るため、引き続き 2014 年度第 2回コンペの優良提案からいくつか選定

し、実現するまでの過程をモニタリングする。また、優良提案の審査・決定およ

びその実現については、各発電所単位で実施しているが、他の発電所でも有用と

考えられる提案もあるため、水平展開を図る仕組みについても検討する。 

 国内外の運転経験（OE：Operating Experience）情報の活用 

これまでの活動に加え、以下の 3点について取り組む。 

・ 事故トラブルの潜在的な要因であるヒヤリハット事例の収集を強化する。さ

らに収集したヒヤリハット事例を分析し、その結果を共有、危険予知活動（KY）

等を強化する。 

・ 各組織に設置されている OE 推進者は、OE 情報スクリーニング窓口24等の役割

にとどまらず、所属組織内における OE 情報活用推進やその状況をもとに本社

事務局へ OE 情報活用に関する改善提案を行う。 

・ 原子力部門全員が、重要な OE 情報を理解しているかどうかを確認する方法を

検討実施する。 

 セーフティレビュー 

セーフティレビューは、各発電所とも本年度計画に従い実施しているものの、本

レビューと他の改善活動との違いがなくなりつつある。したがって、セーフティ

レビューでは、不適合管理や OE 情報の活用の状況、マネジメント・オブザベーシ

ョンや第三者レビューの結果を踏まえて、原子力安全を自ら積極的かつ継続的に

向上させることができているかという組織運営やマネジメントの課題に着目する。 

 保全業務プロセスの IT 化 

引き続き、新業務運用やシステム開発を進めるにあたり、プロジェクト管理のも

とで確実に進捗を管理していく。なお、10 月からフェーズ 2 のシステム開発に着

手するとともに、新業務プロセスおよび IT 化による実利を測定・評価する指標に

ついても検討を継続し、具体的にしていく。 

 

 

２．４ 対策４ リスクコミュニケーション活動の充実 

（１）第 2四半期の実施事項 

【全般的活動】 

 ソーシャル・コミュニケーション室およびリスクコミュニケーターは、原子力部

門のリスク情報を収集し、経営層や原子力部門に対してリスクの公表や対策等に

関する説明方針の提言を継続して実施。とりわけ、本年 2月の福島第一の排水路

問題に端を発した情報公開への取り組みの一環として、統括リスクコミュニケー

                                                  
24 OE 情報を分析する際に、実際の設備や運用がどのようになっているかを確認する担当者。 
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 廃炉・汚染水対策福島評議会25（第 9回：9月 29 日）においては、継続的に情報・

コミュニケーションや廃炉・汚染水対策の現状について報告。出席された方々か

らは、情報公開への当社の迅速な対応を評価する声とともに、データについては

客観性を持って意味合いを伝えてほしい、県外への情報発信もしっかり取り組ん

でほしいなどのご要望をいただいている。 

 福島県主催の「福島県原子力発電所の廃炉に関する安全確保県民会議26」（2015

年度第 4回：9月 1日）では、現場の安全確保をより徹底して欲しいなどのご意

見をいただいた。 

 技術部門と広報部門の連携を強化するとともに技術系社員の社外コミュニケー

ションへの意識を高めることを目的として、福島第一の技術系管理職による福島

広報部駐在研修を継続実施中。第 2四半期から研修参加人数を一回あたり 1名か

ら 2名へ増員して取り組みを加速（第 2四半期の駐在 9名、累計 41 名）。 

 

福島第一の技術系管理職による福島広報部駐在研修実績（人数） 

 

 福島県内の教育関係者（県教育庁、福島大学、中学や高校の先生、社会教育施設

の関係者等）による福島第一・福島第二の視察を継続実施（第 2四半期の視察実

績は 80 名超）。なお、夏休み期間であったこともあり、第 2四半期における福島

県外の教職員による視察は 100 名を超えた。 

 環境改善が進んだことから、福島第一を実際にご覧いただくことに積極的に取り

組んでいる。福島原子力事故以降、福島第一の視察者数は、総計 15,000 人を超

えている。視察されたみなさまからは、「廃炉作業の進捗を感じた」、「実際の現

場を見ることで作業状況について理解が深まった」といったご意見をいただいて

いる。引き続き、国内外のみなさまに汚染水の処理・保管設備のほか、廃炉作業

の現状を直接ご確認していただく。 

 

 

                                                  
25 2014 年 2 月に発足。メンバーは議長（経済産業副大臣）ほか、福島県・周辺自治体、地元関

係団体・有識者、規制当局、廃炉・汚染水対策チーム事務局および東京電力で構成。 
26 2013 年 8 月に発足。メンバーは、関係 13 市町村、商工・農林水産・観光等の各種団体、学識

経験者で構成。 
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作、インター

の充実に努

くためには

る。現在、対

勢に関する

社外モニタ

各種コンテ

テム。 

実施状況のモ

作業の確実

パニープレ

況について

の関心が高

線データの解

 

した資料 

ーネットの活

努めていく。

は、取り組み

対話力 KPI（外

社外の方々

ー制度など

ンツの改良

モニタリング

実性が

ジデン

定期的

いテー

解説や

活用、

 

みの状

外部）

々への

ど直接

良なら

グが不十



２．５ 

（１）第

 原子

させ

合訓

各班

訓練

オの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本社

回の

開催

7 月

によ

状況

8 月

改善

いて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策５ 

第 2四半期

子力部門で

せている。第

訓練を実施

班の機能を

練を実施。8

の総合訓練

社の責任者

の訓練での

催している

月 24 日の総

より新規に

況を確認し

月 28 日の班

善の余地が確

ても個別訓

本社責任者

情報共有

発電所お

期の実施事

は、訓練を

第 2四半期

。本訓練で

それぞれ確

8月 31 日の

を実施し、

・各統括・

反映、他電

。 

総合訓練前

に要員となっ

、総合訓練

班長会議で

確認された

練を実施す

者・各統括が

と目標設定を

本社

に緊

よび本社の

項 

を積み重ね緊

期は、7月 2

では、人事異

確認。この

の訓練では

課題の確

各班長は、

電力のベンチ

日（7 月 2

ったメンバ

練に臨んだ

は、7 月 2

たため、柏

することと

が集合して

を確認 

社責任者・各

緊急時対応力

45 

の緊急時対

緊急時組織

24 日に柏崎

異動後の対

他、柏崎刈

は、初めて外

確認を行った

、訓練の評

チマーク結

3 日）の班

バーに対す

。 

4 日の総合

崎刈羽の 9

し、当日改

 

各統括・各班

力について班

応力（組織

織の緊急時

崎刈羽と本

対象者の力量

刈羽は、8 月

外部事象起因

た。 

評価、各班の

結果の報告

班長会議では

る対応状況

合訓練での本

9 月 28 日の

改善状態を

 

模擬記者会

対策本部

班長が定期的

班長会議 

織）の強化

対応能力・

社、新潟本

量および本

月 31 日、9

因した外部

の訓練時の

など、定期

は、上記に

況および各

本社要員の

の訓練に合

確認した。

会見の状況を

内で共有 

化 

・運用能力

本社が連携

本社組織改編

9 月 28 日

部電源喪失

の課題なら

期的に班長会

に加え、人事

各班の資料の

の発話など対

合わせて本社

 

を本社緊急時

を向上

した総

編後の

に総合

シナリ

びに次

会議を

事異動

の更新

対して

社にお

時 



 福島

せて

やレ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 PO&

因事

難易

とと

 

（２）今

各発

を起因

携を含

繰り返

る課題

行い、

緊急

るよう

また

明責任

り実効性

 

 

             
29 PO&C の

管理、

れてい

島第一およ

て、後方支

レイアウト

&C29に基づ

事象や対象

易度が高い

とした。 

今後の予定

電所および

とした外部

むさまざま

し実施する

の抽出と改

さらなる緊

時対応能力

、以下の項

・ 多様な

・ 能力到

・ 他社の

、本社の緊

の全うの 3

性を高める

                  
の緊急時対応

リーダーや

いる。 

び福島第二

援拠点（J

、電力支援

く緊急時対

象号機数に応

い訓練に対し

定 

び本社とも

部電源喪失

まなタイプ

る。また、

改善に積極

緊急時対応

力の向上に

項目を考慮

なシナリオ

到達レベル

のベンチマ

緊急時対策

3 つの役割

るための体

                   
応分野（EP.

や各要員のあ

後方

二は、9月 3

ヴィレッジ

援の受入な

対応力に関す

応じたシナ

しては加算

に、外部専

失シナリオな

プや多様なシ

自己評価や

的に取り組

能力の向上

あたっては

し、中長期

オ 

ルの設定と期

マーク計画

策本部は、発

割を有してお

制を検討す

1～3）には、

りよう、緊急

方支援拠点（

46 

30 日に総合

ジ）での本

どの確認を

する自己評

ナリオの難易

算、平易な訓

専門家の助

などの訓練

シナリオを

や原子力規

組んでいく

上を図る。

は、緊急時

期計画につ

期限 

    

発電所の活

おり、今後

する。 

、要員のトレ

急時対応組織

（Jヴィレッジ

合訓練を実

本社との連携

を行った。

評価について

易度に応じ

訓練に対して

助言等を受け

練を実施して

を想定した総

規制庁、IAE

こと、第 1

 

時対応力強化

いて見直し

など 

活動支援、

後自治体の防

レーニングや

織の運営管理

ジ）での訓練

実施。本社は

携、後方支

 

ては、第 2

じ、標準的な

ては減算に

けながら、

てきたが、

総合訓練お

A 等の第三

・第 2四半

化の項目な

しを実施す

自治体の防

防護活動支

や資格認定、

理等について

練状況 

は、本訓練

支援拠点内

2四半期よ

な訓練を中

により評価す

地震や竜巻

外部機関

および個別

三者レビュ

半期の各班評

などが具現化

する。 

防護活動支援

支援に対し

施設や設備

て国際標準が

に合わ

の動線

り、起

中心に、

するこ

巻など

との連

訓練を

ーによ

評価を

化でき

援、説

て、よ

備の維持

が定めら



２．６ 

（１）第

a. 過

【保全

 福

現

等

電

 

 

 福

緊

②

や

す

練

応

 

対策６ 

第 2四半期

過酷事故に

員の取り組

福島第一 

現在の発電

等）や直営

電気ケーブ

福島第二 

緊急時の直

②電動機取

を実施し、

らなる技能

や新たに習

する」をテ

練や高線量

応できるよ

緊急時対

期の実施事

至らせない

組み】 

電所の状況

営作業を通

ブル接続訓練

直営技術力

取替、③仮

各チーム

能向上を目

習得すべき

テーマとす

量下訓練（

よう創意工夫

応力（個人

項 

いための直

に応じて、

じた訓練（

練等）を継

仮設ホー

電源車の

を強化する

設ケーブル

が確実に技

指し、これ

技能の掘り

る今後の訓

保護具着用

夫を図りな

47 

人）の強化

直営技術力の

基礎技能

（電源車の運

継続して実

   
ース接続訓練

 

   

の運転操作訓

るため 4 つ

ル接続、④

技能を習得

れまでに習

り起こしを

訓練方針を

用）など、

ながら訓練

および現場

の向上 

の強化（番

運転、緊急

施中。 

練（福島第一

練（福島第一

つのチーム

④冷却水ポン

したことを

習得した基礎

を行い、「広

策定した。

さまざまな

を実施して

場力の強化

番線・ロー

急対策用仮設

一） 

一） 

（①瓦礫撤

ンプ復旧）

を確認。第

礎技術力の

広げる」「

第 3 四半

な状況にお

ていく。 

化 

プの取扱い

設ホース引

撤去・道路復

を編成し

第 2 四半期

の強化方法

「高める」

半期からは夜

おいても柔軟

い訓練

引出し・

 

 

復旧、

て訓練

は、さ

の検討

「維持

夜間訓

軟に対



 柏

空

ポ

 

柏崎刈羽 

空調設備の

どのような

を検討し、

ポンプ用電

向上に努め

のダクトに

な損傷状況

訓練で有

電動機の取

めている。 

 

直

震災等に伴

や損傷場所

効性を確認

替作業や弁

空調

左：高所作

右：ダクト

直営による竪

直営

48 

伴う亀裂な

所であって

認している

弁の分解点

  
調設備のダク

作業用の足場

ト破損個所に

 

  
竪型ポンプ用

 

  

営による弁の

 

などが生じて

ても対処でき

る。また、技

点検の直営作

ト修理訓練

場組立 

に対するフィ

用電動機の取

の分解点検

て性能が低

きるよう、

技能訓練設

作業訓練を

ィルムによる

取替作業 

低下した場合

多様な復

設備を用い

を実施し、技

る補修 

合に、

旧方法

て竪型

技術力

 

 

 



 

【運転

 福

5

月

消

汚

先

 福

2

員

第

い

 柏

○

 

保全員によ

員の取り組

福島第一 

5、6 号機運

月末で、目

消防車は 4

汚染水処理

先しており

福島第二 

2014 年度か

員 28 名の

第 2 四半期

いる。 

柏崎刈羽 

○ 当直組

継続中

対し、

養成。電

ついて

の養成

  

 

1

0

1500

3000

4500

6000

2013

［
人
］

よる直営訓練

組み】 

運転員は、

標要員 34

42 名（123

理設備や使

り、今後、状

から消防車

8 割）に対

期から開始

組織内に指導

中。2015 年

電源車は

電源車の通

ても訓練を実

成にも取り組

 電源車の

247

2129

3年度2Q2013年度3

練受講者数推移

2014 年度

名（現場要

%）の力量

用済燃料共

状況をみて

車訓練を開始

対し、28 名

し、目標要

導者を養成

9 月末で、

128 名(117

通常の起動に

実施してい

組み、2015

起動操作訓練

2629
3

Q2013年度4Q2014
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移（福島第一

度から消防

要員 42 名の

量認定者を養

共用プール

て電源車の

始。2015 年

名（121%）が

要員 23 名に

成して、電源

目標要員

7%)、消防車

に加えて吸

いる。さらに

5年 9月末

  

練     

260

4016

4年度1Q2014年度2

一、福島第二

車と電源車

の 8割）に対

養成。1～4

ル設備などの

操作訓練を

年 9 月末で

が力量を有

に対し、12

源車の起動訓

員 109 名（現

車は 134 名

吸排気ダンパ

に運転員訓練

で 40 名を

 消防車の

4644
5

Q2014年度3Q2014

二、柏崎刈羽

車の訓練を

対し、電源車

4 号機の運転

の運転管理

を検討する

で、目標要員

有している。

2 名（52%）

訓練や消防

現場要員 1

名（122％）

パ故障時の

練班内の指

養成。 

の起動・送水

034
5713

4年度4Q2015年度1Q

羽の合計） 

開始。201

車は 16 名（4

転員につい

理の力量習得

予定。 

員 23 名（現

。電源車訓

が力量を有

防車の接続

36 名の 8 割

の力量認

の手動開閉操

指導者力量認

水訓練 

5806

Q2015年度2Q
 

5 年 9

47%）、

いては、

得を優

現場要

訓練は、

有して

訓練を

割）に

定者を

操作に

認定者

 



○

 

b. 業

【シス

 緊

 

系

信

 第

統

ニ

能

た

い

 

育

人

お

             
30 2014 年

○ 緊急時

きるよ

講し、

7 号機

を実施

まりな

業務の専門

ステムエン

緊急時に原

かに理解し

の重要な設

アを育成し

システムエ

系統の性能

信頼性を確

第 2四半期

レポートに

統を 5系統

を策定した

のイントラ

ニアは、柏

能喪失時の

たな安全対

いる。 

システムエ

育成を計画

人に増強し

あったが、

おり、計画

                  
年度は約 26

時対応のため

よう力量向上

設備診断の

の回転機器

施中であり、

など、現場力

性の向上 

ンジニアの育

原子炉を迅

し、使用可

設備に関す

し、システ

エンジニア

能や機能が

確認すると

期は、柏崎刈

にまとめ、

統から 10 系

た。なお、

ラネットに

柏崎刈羽で

の影響分析

対策設備の

エンジニア

画的に進め

し、2015 年度

柏崎刈羽

画を見直す

                   
0 機器であっ

めの運転員

上に努めて

の社内認定

器の約 140

設備に関

力の向上に

育成、配置

速かつ安全

能な手段を

る設計、許

ムエンジニ

は、主要な

設計上の期

同時に、さ

刈羽 6、7号

性能や機能

系統に拡大す

発電所内で

掲載するこ

新たに設置

や系統の保

運用に向け

リング機能

、緊急時組

度末までに

6、7号機の

（9月末現

ったが、要員

50 

員の強化（増

ている。6、

定資格を取得

機器30につ

する幅広い

につながって

置】 

全に安定化

を選択して

許認可、運

ニアとして

な系統につ

期待を満た

さらなる向上

号機のそれ

能が健全で

するため、

で系統健全

ことを検討

置工事中の

保全重要度

けた準備に

能を強化す

組織の技術

に監視系統

の安全性向

現在、5人を

  

員数を加味し

増員）に伴

7 号機の運

得している

ついて運転員

い知識の習

ている。

化させるため

ていく必要が

運転、保守等

配置してい

ついて系統監

たしているか

上の余地に

れぞれ 5系統

であることを

新たに 5系

全性レポー

討中である。

の安全対策設

度の設定）に

に対しても知

する仕組みは

力強化につ

をおよそ 4

向上対策への

を育成中）。

し、対象機器

い、運転員

運転員は、

。第 2四半

員の直営に

得、設備状

めには、事

がある。こ

等に精通し

いる。 

監視プログ

か監視する

について検討

統の監視結

を確認した

系統の系統

トを共有で

。さらに、

設備に関す

についても

知見を活か

は固まりつ

つなげる。

40 系統まで

の対応に要

 

器数の見直し

員も設備診

必要な研修

半期は、引

によるデー

状態への関

事故の状態

このため、安

しているエ

グラムを策定

ることで、設

討を進めて

結果を系統健

た。また、監

統監視プロ

できるよう

システムエ

する保全基準

も評価を実施

かして取り組

つつあり、要

なお、要員

で拡大する

要員を振り

 

しを実施。 

断がで

修を受

き続き

タ採取

心の高

を速や

安全上

ンジニ

定し、

設備の

ている。 

健全性

監視系

グラム

に社内

エンジ

準（機

施。新

組んで

要員の

員を 10

予定で

向けて
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システムエンジニアによるプラントシミュレータ（PC 版）を用いた訓練 

 

【コンフィグレーションマネジメントの確立】 

 コンフィグレーションマネジメントは、発電所の設備・機器が設計通りに製

作、設置、運転されていることを保証し、プラントの安全性を維持するプロ

セスである。設計要件、実際の機器、設備構成情報（図書）の整合を維持管

理する体系的プロセスを構築する検討を継続して進めている。 

 第 2 四半期では、設計要件管理の高度化のため、柏崎刈羽 7 号機の重大事故

等対処設備 5 系統について設計基準文書の作成に着手。また、設計基準文書

作成手順の標準化を検討し、作成ガイド案を作成した。さらに、設計要件、

実際の機器、設備構成情報の変更を管理するプロセスとそれを支援するシス

テムの基本要件、仕様の検討を完了した。 

 

c. 業務に必要な技術力の維持・向上 

【技能認定研修の改善】 

 2014 年度から進めている業務に密着した実践的な育成の対象を、保全分野か

ら拡大し、放射線管理、燃料、安全の技術系各分野での技術力向上を開始。 

 技術力向上にあたっては、机上や現場での研修による知識、技能の付与にと

どまらず、不安全箇所を潜ませた現場や不適切な作業報告書等を故意に作成

し、これらの中から速やかに不安全・不適切箇所を指摘し、適切に是正でき

るかどうかを確認するといった実践的な演習を計画。 

 

【CFAM/SFAM による改善活動】 

 CFAM/SFAM は、専門分野ごとに、目標とのギャップの把握、解決すべき課題の

抽出、改善策の立案、実施といった活動を開始。活動の開始に際しては、海

外からエキスパートチームを招へいし、CFAM/SFAM が実施するモニタリング、

課題解決、当該専門分野における人材育成等に対して指導・助言を受けてい

る。 

 「運転管理」については、効果的なチームワークの向上、運転員個人の力量

向上を喫緊に解決すべき課題として抽出し、運転員訓練を改善する取り組み

を開始している。エキスパートチームが、CFAM/SFAM とともに、柏崎刈羽の運

転員シミュレータ訓練、中央制御室における運転員の引継ぎ等のオブザベー

ションを実施。当直長のリーダーシップの発揮に着目し、エクセレンスを体

現するための方策の立案について、CFAM/SFAM の支援を実施中。 
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（２）今後の予定 

人材育成は、技術力向上の要であり、個人任せにせず組織的な取り組みによ

って達成する。それぞれの取り組みは、概ね計画通りに進捗しているが、今後注

力すべき課題は以下の 2点。 

 CFAM/SFAM の活動は、専門分野ごとの技術力を向上させ、原子力安全改革

の推進する上で重要である。CFAM/SFAM が海外エキスパートチームによる

支援を活用し、いち早く自分自身の活動を軌道に乗せるため、海外エキス

パートチームの常駐化を行う。また、第三者レビュー、国内外の原子力事

業者や他産業のベンチマークを通じて得られた知見についても、

CFAM/SFAM にインプットし、社内での活用につなげる。 

 「原子力安全の基本の理解」については、現在新入社員を中心に実施して

いるが、原子力事業者としてすべての職員が、原子力一般知識やプラント

基礎知識等の習得するように研修計画を立案実施する。 

 

 

２．７ 原子力安全改革の実現度合いの評価 

（１）原子力安全改革 KPI・PI の状況 

 2015 年度第 2四半期の原子力安全改革 KPI の実績は、以下のとおり。 

原子力安全改革 KPI 実績 

原子力安全改革 KPI 2015 年度第 2四半期 

安全意識 KPI 
Traits 

84.0 ポイント（原子力部門全体） 

93.9 ポイント（原子力リーダー） 

M&M 90.4 ポイント 

技術力 KPI 
計画 76.9 ポイント 

実績 39.8 ポイント（第 1四半期末） 

対話力 KPI 
内部 

76.2 ポイント（原子力部門全体） 

82.9 ポイント（原子力リーダー） 

外部 年度末に評価 

 

 2015 年度第 2四半期の原子力安全改革 KPI を構成する各対策の PI 実績は、以下

のとおり。 

原子力安全改革における各対策の PI 実績 

対策 
2015 年度 

第 2四半期※1 
目標値 

対策 1,2 

1. Traits を活用した振り返り活

動の実施率 

94.1%（全体） 100%（派遣・出向者、

長期療養者等除く） 90.0%（原子力リーダー） 

2. 振り返りで「わからない」と回

答した率 

0.5%（全体） 

0%（原子力リーダー） 
10%以下 
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対策 
2015 年度 

第 2四半期※1 
目標値 

3. 各指標の移動平均トレンド 

（四半期） 

40 のふるまいのうち、増加傾

向を示す個数の割合 

100%（全体） 

60.0%（原子力リーダー） 

増加傾向のふるまいが

70%以上 

4. 振り返り結果を議論するグル

ープ会議・部内会議等の開催数 
26% 

2 回以上/月実施した

部・グループが 70%以上

5. 振り返り結果に関する経営層

によるレビューの実施回数 
1 回 1 回以上/四半期 

6. 原子力リーダーからの原子力安

全に関するメッセージ発信 
2 回以上/月 2 回以上/月 

7. メッセージ既読者数 
増加傾向 

（8月末迄） 

月別合計者数がプラス

傾向 

8. 「参考になった」数 
増加傾向 

（8月末迄） 

月別合計者数がプラス

傾向 

9. 管理職による発電所マネジメ

ント・オブザベーション（MO）

の回数 

1.19 回/月・人 
各組織で数値目標を設

定する※2 

10. MO に基づく良好事例または課

題の抽出件数 
2.0 件/回 1 件以上/回※2 

11. 良好事例の水平展開または課

題の改善の1か月以内の実施率 

54.4%（6～8 月の抽出分に対

して） 
70%以上 

12. 良好事例の水平展開または課

題の改善の3か月以内の実施率 

55.2%（4～6 月の抽出分に対

して） 
100% 

13. 対策 3,5,6 または PO&C と結び

つき、四半期ごとの定量的な目

標が設定された業務計画のア

クションプランの割合 

76.9 ポイント 

50 ポイント以上（当初）

70 ポイント以上（第 3

四半期まで） 

14. 各アクションプランの目標達

成割合 

39.8 ポイント 

（第 1四半期末の実績） 
50 ポイント以上 

対策 3 

1. 安全向上提案力強化コンペ提案

件数×平均評価点×優良提案件

数の半年以内の完了率 

2014 年度第 2回：1,143 点 1,500 点以上 

2. OE 情報活用実施率 

（日々のミーティング等におけ

る OE 情報活用率） 

96%（9 月） 100%（組織単位に毎日）

3. 新着 OE 情報の閲覧率 51% 50%以上 

4. ハザード分析の実施 完了済み（柏崎刈羽） 

2014 年度末までに完了

（福島第一、福島第二

については延期中） 

5. ハザード改善計画進捗率 75% 計画進捗率 100% 
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対策 
2015 年度 

第 2四半期※1 
目標値 

対策 4 

1. 福島第一廃炉作業、原子力安全

改革、事故トラブル等に関する

情報発信の質・量に関する評価 年度末に評価 

社外評価者に対するア

ンケート評価の総合評

価点の経時変化がプラ

ス傾向 
2. 東京電力の広報・広聴活動の意

識・姿勢に関する評価 

対策 5 

1. PO&C の緊急時対応の分野（EP.1

～3）に基づいた自己評価 

3.8 ポイント（本社） 

3.5 ポイント（柏崎刈羽） 

班長以上による総合訓

練後または1回/四半期

の 5 段階の自己評価で

平均 4点以上※3 

対策 6 

1. 消防車、電源車、ケーブル接続、

放射線サーベイ、ホイールロー

ダ、ユニック等の緊急時要員の

社内力量認定者数 

115% ※4 

2017 年度末までに各発

電所の必要数の 120%確

保 

2. システムエンジニア（SE）の認

定数 
年度末に評価 5 人/原子炉 

3. 耐震、PRA、火災防護、化学管理

等の各種専門エンジニアの育成

数 

年度末に評価 育成計画の達成率 100%

4. 運転操作、保全、保安等の社内

技能認定者数 

 

年度末に評価 育成計画の達成率 100%

5. 電験 1 種、危険物乙 4、酸欠等

の会社が必須と定める社外資格

者数（約 15 資格） 

年度末に評価 

2017 年度末までに分野

ごとの全員もしくは必

要数 

6. 高圧ガス製造保安、建設機械運

転等会社が推奨する社外資格者

数（約 15 資格） 

年度末に評価 
2017 年度末までに分野

ごとの 30%以上 

7. 原子炉主任技術者、第 1 種放射

線取扱主任者、技術士（原子力・

放射線部門）等の社外資格の取

得者数 

年度末に評価 育成計画の達成率 100%

※1：特別に記載のないものは、2015 年 9 月末の実績値。 

※2：目標値を一律「1回以上/月・人」から、各組織の業務に応じた形へ強化する。現在、MO 実

施計画（目標含む）を策定中であり、目標に対する達成度評価は行っていない。 

※3：訓練の難易度に応じた評価の仕組みに変更。 

※4：福島第一は、福島第二および柏崎刈羽との状況の相違を踏まえ、必要数等を見直し中のため、

本集計に含めていない。 
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（２）原子力安全改革 KPI・PI の評価 

第 1四半期に引き続き、安全意識、技術力、対話力のいずれの KPI および PI も概

ね良好な状態と言える。これらの値が高い・低いという評価だけではなく、 

 高ければ（目標達成）、さらなる高みを目指す。 

 低ければ（目標未達）、原因を分析し改善する。 

 いずれの場合も、原子力安全改革の実現度合いを測定する上で、有効な

KPI、PI になっているか評価する。 

ことで、PDCA を回し、必要に応じて KPI、PI の変更、目標値の引き上げを実施する。 
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３．IAEA による福島原子力事故に関する報告書の受け止め 

 

（１）報告書の概要 

本年 8月 31 日に IAEA から福島原子力事故に関する報告書が公表された33。本報告

書は、原子力分野における権威ある国際機関による包括的なものであり、当社は報

告書の内容を真摯に受け止めている。また、そのような機関が事故に関する報告書

を取りまとめていただいたことは、事故に関する経験と教訓を国際社会と共有する

観点からも重要である。 

なお、本報告書では、地震による影響について「発電所の主要な安全施設が 2011

年 3月 11日の地震によって引き起こされた地盤振動の影響を受けたことを示す兆候

はない。これは、日本における原子力発電所の耐震設計と建設に対する保守的なア

プローチにより、発電所が十分な安全裕度を備えていたためであった。」と記載され

ている。 

 

本報告書のうち、概要報告書「2．事故とその評価 2．3 所見と教訓」では、事

業者に関連するものとして以下の 13 点が提言されている。 

 

【外部事象に対する発電所の脆弱性】 

 自然ハザードの評価は、十分に保守的である必要がある。原子力発電所の設計

基準の設定において、主として歴史上のデータを考慮することは、極限的な自

然ハザードのリスクを特徴づける上で十分ではない。包括的なデータが利用可

能な場合でも、観察期間が比較的短いため、自然ハザードの予測には大きな不

確定性が残る。 

 原子力発電所の安全は、知見の進歩を考慮して定期的に再評価する必要があり、

必要な是正措置又は補完措置が速やかに実施される必要がある。 

 自然ハザードの評価は、それらが同時又は連続的に組み合わされて発生する可

能性、及び原子力発電所に対するその複合的影響を考慮する必要がある。自然

ハザードの評価は、原子力発電所の複数ユニットへの影響も考慮する必要があ

る。 

 運転経験プログラムは、国内および国際の双方の情報源からの経験を含める必

要がある。運転経験プログラムを通じて特定された安全の向上は、速やかに実

施される必要がある。運転経験の利用は、定期的にかつ独立して評価される必

要がある。 

 

 

                                                  
33 以下、IAEA 報告書（日本語版）から引用。

https://www.iaea.org/newscenter/news/iaea-releases-director-general’s-report-fukushi

ma-daiichi-accident 



59 

 

【深層防護概念の適用】 

 深層防護の概念は引き続き有効であるが、この概念の実施は、内部および外部

のハザードに対する適切な独立性、冗長性、多様性および防護によって、全て

のレベルで強化される必要がある。事故の防止のみならず、緩和措置の改善に

も焦点を当てる必要がある。 

 設計基準を超える事故の際に必要な計装制御系は、発電所の必須の安全パラメ

ータを監視し、発電所の運転を容易とするため、動作可能な状態を維持する必

要がある。 

 

【基本安全機能を果たすことができなかった評価】 

 設計基準状態および設計基準を超える状態の双方で機能できる、頑強で信頼で

きる冷却系を残留熱の除去のために設ける必要がある。 

 環境への放射性物質の大規模放出を防ぐため、設計基準を超える事故に対する

信頼できる閉じ込め機能を確保する必要がある。 

 

【設計基準を超える事故とアクシデントマネジメントの評価】 

 発電所が該当する設計基準を超える事故に耐える能力を確認し、発電所の設計

の頑強性に高度の信頼を与えるため、包括的な確率論的および決定論的安全解

析が実施される必要がある。 

 アクシデントマネジメント規定は、包括的で十分に計画され、最新のものであ

る必要がある。同規定は、起因事象と発電所の状態の包括的な組合せを基に導

かれる必要があり、複数ユニットの発電所では複数のユニットに影響する事故

にも備える必要がある。 

 訓練、演習および実地訓練は、運転員が可能な限り十分な備えができるよう、

想定されるシビアアクシデント状態を含める必要がある。これらの訓練は、シ

ビアアクシデントマネジメントにおいて配備されるであろう実際の設備の模

擬使用を含む必要がある。 

 

【人的および組織的要因の評価】 

 安全文化を推進し強化するためには、個人と組織が原子力安全に関する一般的

な想定、及び原子力安全に影響する可能性がある決定と行動の意味に絶えず疑

問を提起し、再検討する必要がある。 

 安全に対する体系的なアプローチは、人的、組織的および技術的要因の間の相

互作用を考慮する必要がある。このアプローチは、原子力施設の供用期間全体

を通じてとられる必要がある。 
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（２）IAEA からの提言に対する取り組み 

 当社は「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン（2013 年 3 月 29 日公

表）」において、過酷事故への備え、津波への備え、事故対応への備えの観点から振

り返りを行い、以下の 3点に示す事故の検証を行っている。 

 過去の判断に捉われて、全電源喪失等により過酷事故が発生する可能性は十分

小さく、さらに安全性を高める必要性は低いと思い込んだ結果、過酷事故対策

の強化が停滞した。 

 知見が十分とは言えない津波に対し、想定を上回る津波が来る可能性は低いと

判断し、自ら対策を考えて迅速に深層防護の備えを行う姿勢が足りなかった。 

 過酷事故や複数号機の同時被災が起こると考えていなかったため、現場の事故

対応の訓練や資機材の備えが不十分であった。その結果、重要なプラント状態

の情報の共有や迅速的確な減圧操作等ができなかった。 

 

 一方、IAEA は、事故の原因として、主に 

 当初の設計上の考慮は、津波のような極端な外部洪水事象に対しては（耐震

設計と）同等の安全裕度を設けていなかった。外部ハザードに対する福島第

一原子力発電所の脆弱性は、その供用期間中に体系的で総合的な再評価を受

けていなかった。世界の運転経験は、自然ハザードが原子力発電所の設計基

準を超える事例を示してきた。特に、こうした幾つかの事象からの経験は、

洪水に対する安全系の脆弱性を示した。 

 設計基準は、一連の想定ハザードを使用して導かれた。しかし、津波のよう

な外部ハザードは十分には取り扱われなかった。その結果、津波によって生

じた洪水は、深層防護の最初の 3つの防護レベルに同時に影響し、3つのレベ

ルそれぞれで設備と系統の共通原因故障をもたらした。複数の安全系の共通

原因故障は、設計で想定されなかった発電所の状態をもたらした。電源の完

全な喪失、必要な計器が利用できないための関連する安全パラメータについ

ての情報の欠如、制御装置の喪失および運転手順の不十分さのために、事故

の進行を止め、その影響を抑えることは不可能であった。 

 安全解析は、洪水に対する発電所の脆弱性や、運転手順とアクシデントマネ

ジメント指針の弱点を特定できなかった。確率論的安全評価は、内部溢水の

可能性を取り扱わず、アクシデントマネジメントにおける人的パフォーマン

スに関する想定は楽観的であった。さらに、規制当局は、事業者がシビアア

クシデントの可能性を考慮するための限定的な要件を課したのみであった。

運転員には、津波によって生じる複数ユニットの電源喪失と冷却の喪失に対

する十分な備えがなかった。東京電力はシビアアクシデントマネジメント指

針を作成していたが、このような確率が低い事象の組合せは取り扱っていな

かった。したがって、運転員は適切な訓練を受けておらず、関連するシビア

アクシデント演習に参加したことがなく、運転員が利用できる設備は劣化し
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た発電所の状態では適切でなかった。 

 原子力発電所の設計と実施されている安全対策は、確率が低く影響が大きい

外部事象に耐えるために十分に頑強であるという基本的な想定があった。原

子力発電所は安全であるとの基本的想定のために、組織とその人員が安全の

レベルに疑問を提起しない傾向があった。原子力発電所の技術設計の頑強性

に関する利害関係者間で強化された基本的想定は、安全上の改善が迅速に導

入されない状況をもたらした。 

を上げており、当社の分析と同等と考えている。 

 

IAEA からの提言に対しては、設備面の安全対策として実施しているものに加えて、

原子力安全改革プランの 6 つの対策で対応できていると考えている。IAEA からの提

言に対する原子力安全改革プランの対応は、下表のとおり。 

 

IAEA からの提言 原子力安全改革プラン※ 

外部事象に対する発電所の脆弱性 対策 3 深層防護提案力の強化 

深層防護概念の適用 対策 3 深層防護提案力の強化 

基本安全機能を果たすことができなかっ

た評価 
対策 5

発電所および本社の緊急時対応

力（組織）の強化 

設計基準を超える事故とアクシデントマ

ネジメントの評価 

対策 3 深層防護提案力の強化 

対策 5
発電所および本社の緊急時対応

力（組織）の強化 

対策 6
緊急時対応力（個人）の強化およ

び現場力の強化 

人的および組織的要因の評価 

対策 1 経営層からの改革 

対策 2 経営層への監視・支援強化34 

対策 4
リスクコミュニケーション活動

の充実 

  ※：別途、設備面の安全対策として実施しているものがある。 

 

 原子力安全改革プランの進捗状況については、四半期ごとに進捗状況を公表して

いるところであり、社外有識者から成る原子力改革監視委員会により定期的に評価

をいただいている。 

 当社は引き続き、福島原子力事故の経験と教訓を踏まえて原子力安全の向上に努

めるとともに、今後も当社の安全対策について、国内だけでなく国際社会に対して

も説明していく。 

 

                                                  
34 「独立した監視」が国際的な標準であり、原子力安全監視室がこれに相当するため、IAEA か

らの提言にある「体系的なアプローチ」の一つとして位置付けた。 
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おわりに 

 

2015 年度第 2 四半期においては、第 1 四半期における福島第一の高濃度汚染水処

理完了に続き、2号機および 3号機の海水配管トレンチの汚染水除去および閉塞充填

完了並びにサブドレンでの地下水汲み上げ開始と、汚染水問題について大きな前進

がありました。また、柏崎刈羽では、安全対策工事の着実な進捗とともに、新規制

基準に対する適合性審査において 8 月から集中審査が開始されており、引き続き真

摯に対応してまいります。 

一方、原子力安全改革については、原子力安全改革 KPI・PI によるモニタリング

に加え、マネジメント・オブザベーションの強化、ヒヤリハット事例の収集・分析

の本格的な活動開始など、より直接的なモニタリングを追加することで、原子力安

全改革の PDCA サイクルのレベルアップとスピードアップを図っているところです。 

 

私たちは、「福島原子力事故を決して忘れることなく、昨日よりも今日、今日より

も明日の安全レベルを高め、比類無き安全を創造し続ける原子力事業者になる」と

いう決意の下、原子力改革監視委員会による客観的な評価を受けながら、引き続き

原子力安全改革を進めます。 

 

本改革に関するみなさまのご意見・ご感想がございましたら、ホームページ等に

お寄せください。 

 

以 上 


